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明日の世界を切り拓く光電波・通信技術特集号に寄せて
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この特集号では三菱電機での電波や光を利用したセンシ
ングと通信に関する最近の技術開発事例を取り上げています。
システムレベルから個別のコンポーネントや回路レベルま
で様々ですが，いずれも電波や光波という“波”を取り扱い，
その性質を最大限利用して情報を検知し，集め，伝達する
ことを基本とする技術です。

当社はこの分野の技術開発を何十年にもわたって連綿と
継続し，その技術を強みとする製品群を世の中に送り出し
てきました。この分野はアナログ技術を基礎としています。
もちろん信号処理などのデジタル技術の範疇（はんちゅう）
に分類される部分もありますが，電波や光が波でありアナ
ログであることを十分に理解して知識を持っていないと，
良い技術，良い製品を生み出すことはできません。俗に

“電波が見える”又は“電波の気持ちになれ”と言って言われ
て技術開発や人材育成を行ってきました。ノウハウも多く
技術の積み重ねが重要です。

一方では例えば携帯電話や光ファイバに代表されるよう
に電波や光を用いたシステムは世の中で広く使われて，利
用という面で見れば，既に電波や光にかかわる技術は特殊
なものではなく基盤的技術とも言えます。

先人が技術を積み重ね，一方では既に基盤的な技術だと
言うと，これ以上の高度な技術開発は不要と捉えられるか
もしれません。しかしこの特集の各論文を御覧いただけれ
ば引き続きこの分野の技術が発展し得るものであることを
理解いただけると思います。

具体的にはセンシング技術と通信技術との融合による技
術発展の例を示しています。特殊なレーダの分野で既に実
用化されているアレーアンテナと通信分野の信号処理技術
を融合した例（第５世代移動体通信用多素子アンテナビー
ム制御や秘匿通信アレーアンテナ），また光通信用の汎用
部品をセンシング装置の風計測ライダで活用するための技
術開発を述べています。

また全く異なる分野の技術成果を積極的に取り入れ，さ
らに光電波分野特有の工夫をして発展させた例も述べてい
ます。最近スパースモデリングとして名前を聞くことが多
い圧縮センシング技術を合成開口レーダに応用した開発や，
3Dプリンター利用の導波管コンポーネント，デジタル回

路やデバイスの高速化によって可能となったスイッチング
増幅器のデジタル送信機技術などは，他分野の開発技術を
積極的に導入して特有の工夫をした例です。一方，発振器
低雑音化や非接触電磁波シールドは波の特性そのものを利
用する技術を一層深めた開発と言えます。

もちろん技術の中身以上に，開発した技術がどのような
課題を解決することに役立ち，どのような価値を生み出す
のかが重要です。かつては比較的狭い応用に限られていた
この分野の技術ですが，センサや通信の低廉化に伴って応
用範囲が広がっています。例として国連のSDGs（持続可
能な開発目標）への寄与を取り上げると，法面（のりめん）
変位センシングは気候変動対策や安全でレジリエントな都
市づくりのために，衛星関連技術は衛星による観測や監視
を通じて気候変動対策や海と陸の豊かさを守るために役立
ちます。また風力発電向けの風計測ライダ，低消費電力大
容量の光通信，高効率スイッチング増幅器は，再生可能エ
ネルギーの利用拡大やエネルギー利用効率の改善に寄与す
る技術と言えます。

冒頭でこの特集号の技術は電波や光の波の特性を利用す
ると述べました。最後に“波”を扱う技術者が最も承知して
いるオイラーの公式を取り上げたいと思います。

　ejθ＝cosθ＋j・sinθ
この公式によって波の問題を数学的に見通し良く容易に
取り扱うことができるようになりました。レーダ技術者
も通信技術者も，皆がこの公式を利用し，当然のことと
して頭の中に置いて技術開発を行っています。奇しくも
今月（2018年５月），生誕100年となる米国の物理学者故リ
チャード・P・ファインマンは，その共著書「ファインマ
ン物理学 Ｉ力学」（坪井忠二訳，岩波書店，1967年）でこの
公式を“数学における最も素晴らしい公式”であって“我々
の至宝”と表現しました。数学的に美しく簡単な表記であ
りながらも実用上の重要さを備えていることを讃（たた）え
ています。願わくは，電波や光によるセンシング・通信に
関する当社の技術が，あたかもオイラーの公式のように，
当社にとってさらには世界にとっても，重要な基盤技術で
ありながら実用性・先進性も含めて宝であり続けるように
磨きをかけていきたいと考えます。

中山正敏
Masatoshi Nakayama
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Masataka Otsuka, Seiji Kozaki, Akinori Taira
Present and Prospect of Electro － optics Microwave and Communication Technologies

光電波・通信技術の現状と展望

通信とセンシングはIoT社会を支える根幹であり，当社は両者に対してシステムから末端のハードウェアまでを幅広くカバーする光電波・通信
技術を持ち，多数の事業に展開している。光電波・通信技術はセンサ信号処理，通信（無線通信，光通信），アンテナ，マイクロ波回路，光学セ
ンサ，EMC技術から構成される。通信とセンシングへの要求は今後もますます高度・多様化するため，光電波・通信技術の継続的な研究開発が
必要である。

当社での光電波・通信技術の取組み

ビル ・ ホーム
事業者

コア ・ メトロ 
ネットワーク

データセンタ

低遅延／
高効率／
低電力

アクセス
ネットワーク

マルチビーム
空間多重

5G基地局

5G基地局

高速／大容量伝送

無線通信技術 光通信技術

光電波 ・ 通信技術

アンテナ技術

光学センサ技術

EMC技術

EMC ： Electro Magnetic Compatibility

マイクロ波回路技術

海水アンテナ

センサ信号処理技術

移動通信，衛星通信，無線LAN，FTTH（Fiber To The 
Home），車載情報機器，情報家電，各種レーダ／光セン
サ等，通信とセンシングはIoT（Internet of Things）社会
を支える根幹である。三菱電機は両者でシステムから末端
のハードウェアまでを幅広くカバーする光電波・通信技術
を持ち，多数の事業に展開している。

当社の光電波・通信技術は六つに分類でき，それぞれが
他の新しい技術や視点を巻き込みながら発展を続けている。
最近の主なテーマは次のとおりである。
⑴ センサ信号処理技術

センシングシステムのコスト低減と品質向上を図るシス
テム構成の工夫や耐不要信号ロバスト性向上

⑵ 通信技術

第５世代移動通信システムや無線LAN，衛星通信など
の無線通信の大容量化や光通信の高速・高効率化とフレ
キシビリティ向上

⑶ アンテナ技術
アンテナ・電波伝搬での電磁界理論と他分野技術の融合

⑷ マイクロ波回路技術
GaN（窒化ガリウム）・Si（シリコン）デバイスの進化への
対応やアナログ回路とデジタル信号処理の融合

⑸ 光学センサ技術
三次元イメージングや風・ガス計測等に用いる光学セン
サの高性能・小型・高信頼化

⑹ EMC技術
製品品質確保と開発効率化の更なる向上
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光電波・通信技術の現状と展望・大塚・小崎・平 3（275）

1．ま　え　が　き

移動通信，衛星通信，無線LAN，FTTH，車載情報機
器，情報家電，各種レーダ・光センサ等，通信とセンシン
グはIoT社会を支える根幹である。当社は両者でシステム
から末端ハードウェアまで幅広くカバーする光電波・通信
技術を持ち，多数の事業に展開している。

本稿では光電波・通信技術を構成するセンサ信号処理，
通信（無線，光），アンテナ，マイクロ波回路，光学センサ，
EMCの各技術について現状と今後の展望を述べる。

2．センサ信号処理技術

近年，センシング応用は民間にも広く普及し，特に最近は
防災用途での活用が注目されている。例として地表面の状況
把握，法面（のりめん）の地すべり予兆検知，津波検出等があ
り，これらのセンシングシステムでは技術発展による状況把
握能力及び予兆検知確度の更なる向上が期待されている。

センサ信号処理はこれらシステムの性能，品質，コスト
に大きく影響する重要技術である。観測値の分解能・精度
向上による高性能化を始めとして，必要情報を得る最小限
のシステム構成に向けた工夫（低コスト化），ノイズや観測
対象外からの信号に対するロバスト性向上（品質向上）も盛
んに研究されてきた。また近年では収集データ量の膨大化
に伴い効率的なデータ処理が課題になりつつある。

従来のセンシングシステムは目標の高分解能・高精度観
測に大開口レーダなど高コストなセンサを用いていたが，
システム構成でコスト低減する工夫が実用化されつつある。
その一例である合成開口レーダでは，衛星や航空機等の移
動体にレーダを搭載し，複数観測地点での信号を合成する
ことで実際のアンテナ開口以上の大開口を等価的に実現し，
高分解能を実現している。また，安価な小型センサの複数
設置によって得られた信号を融合して高精度な目標観測を
行うマルチセンサも研究されており，航空管制のマルチラ
テレーションで実現されている。

センサ信号処理のロバスト性向上としては信号強度の弱
い目標の検出や不確定性のある観測結果から正解を検出す
る工夫が挙げられる。前者の例として移動微小目標検出が
ある。信号強度が弱い微小目標は観測時間を長く取る必要
があるが，観測時間中も移動するためこの影響の補償が必
要である。このため移動目標の観測値の時系列をつなぐ追
尾技術を信号処理に応用し，目標信号の軌道を追跡しなが
ら信号を積み上げる長時間積分技術が研究されている。ま
た後者の例では追尾技術応用の信号処理として，時系列連
続性を基に不確定性のある信号から正解を特定したり，紛
れ込んだ信号異常値を除去する方式も検討されている。

ハードウェアの高機能化に伴って膨大化したデータを効
率的に処理するアルゴリズムの実現も大きな課題の一つで

ある。例えばレーダの高分解能化で増大したデータの処理
として圧縮センシングが挙げられる。圧縮センシングは観
測対象データが疎であることを利用してサンプリング定理
に基づく理論限界よりも少ない観測値で対象を推定するア
ルゴリズムであり，工学だけでなく医学等の大量のデータ
を扱う様々な分野での応用が期待されている。

この特集号ではこれら技術の応用例として合成開口レー
ダ技術でのデータ処理効率化と変位計測技術での小型セ
ンサネットワークによる信号処理について述べる（本号12，
８ページ）。

3．通　信　技　術

3. 1　無線通信技術

無線通信技術は，発展著しい携帯電話システムを初めと
して無線LANや電子タグなど幅広い分野で展開が進めら
れている。近年では携帯電話・スマートフォンの爆発的な
普及が進み，ほぼ全ての人が音声・映像をやり取りできる
環境が整った。今後は既存アプリケーションの高速化・大
容量化・常時利用（可用性向上）とともに，人を介さない
機器間通信アプリケーションが増加すると考えられる。自
動運転やコネクテッドカー，無線式列車制御，生産システ
ム・社会インフラを効率化するサイバーフィジカルシステ
ムなどが新たなアプリケーションとして挙げられる。

大容量移動通信については，2020年のサービスインを
目指して第５世代移動通信システム（5G）の標準化が進め
られている。国際電気通信連合の無線通信部門によれば
従来の第４世代に比べてピーク伝送速度が１Gbpsから
20Gbpsへ20倍，ユーザーデータレートで10Mbpsから
100Mbpsへ10倍の高速化が要求されている（1）。この高速
化は単位通信エリア（セル）の小型化，新たな高い周波数帯
の活用，マルチビーム空間多重の活用などによって実現さ
れる。特に総務省で5Gへの周波数割当ての検討が進めら
れている28GHz帯は従来のマイクロ波帯に比べて波長が
短く，アンテナ素子が小型化できる。アンテナ技術・高周
波素子集積技術・高速信号処理技術を組み合わせ，図１に
示すような多素子からなる大規模アレーアンテナを用いた

多様なアプリ
ケーション収容

端末

狭ビーム

マルチビーム
による空間多重

5G
基地局

多素子アンテナ

図１．マルチビームを用いた空間多重システム
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マルチビーム空間多重の実現が期待されている。さらに
5Gでは機器間通信アプリケーションを想定して遅延時間
１ミリ秒以下となる高信頼低遅延伝送，１km2当たり100万
デバイスを超える多接続機能などが実現される見込みであ
る。当社では数百を超える超多素子アンテナを用いた16マ
ルチビーム空間多重・制御技術の開発を進めている。また
総務省委託の“第５世代移動通信システム実現に向けた研
究開発”を進めており，20Gbpsを超える空間多重伝送の
実証を行う予定である（本号24ページ）。

家庭・オフィスに加えて公衆環境でも普及が進む無線
LANも高度化が継続されている。現状，IEEE802.11の無
線LAN規格には６GHz以下のマイクロ波帯を用いる11ac／
11axと，60GHz帯などミリ波帯を用いる11ad／11ayの大
きく二つの流れが存在する。11ac／11axでは空間多重機
能の強化，変調多値数の増大による速度改善に加えて無線
LANの欠点である稠密（ちゅうみつ）環境でのスループッ
ト劣化を抑え，実効データレートを改善する仕組みが取
り入れられる見込みである。高速な見通し通信を提供す
る11ad／11ayでも同様に４ストリームMIMO（Multiple 
Input Multiple Output）の導入と，変調多値数の増大，伝
送帯域幅の拡大によって，100Gbpsを超える高速伝送と
100mを超える長距離化が期待される。

衛星通信では観測衛星の高精度化，通信衛星のビットコ
スト低減に向けて大容量化とフレキシビリティの向上が求
められている。Ka帯やQ帯といった新しい周波数帯の開
発とともに，天候や衛星仰角で大きく変動する伝搬減衰に
対応する適応伝送方式，災害時など局所的なトラフィック
変動に柔軟に対応できるチャネライザ・動的周波数割当て
方式の検討が進められている（本号20ページ）。

IoT社会の基盤として，広域から大量のデータを収集
するLPWA（Low Power Wide Area）と呼ばれる通信方
式が注目されている。大規模なセンサネットワーク構築
を目的にしており，SIGFOX（ 注1），LoRa（ 注2），WiSUN（ 注3）

（IEEE802.15.4g）などが挙げられる。いずれも数kmの長
距離伝送，耐干渉性，数年の電池駆動に堪える超低消費電
力，低コスト端末が特長で，今後情報収集時
間の更なる短縮，マルチホップによる利用環
境の拡大などが予想される。この他，信号機
を省略して無線で列車の速度制御を行う無線
式列車制御（CBTC：Communication Based 
Train Control）も実用化が始まっており，高
信頼・低遅延伝送技術の高度化とともに幅広
いアプリケーションへの無線適用が進むもの
と期待される。

（注１）	 SIGFOXは，SIGFOX S.A.の登録商標である。
（注２）	 LoRaは，Semtech Corp.の登録商標である。
（注３）	 Wi－SUNは，Wi－SUN Allianceの登録商標

である。

3. 2　光通信技術

光通信技術はFTTH等の光回線サービスの加入者を収
容するアクセスネットワーク，県内・県間を結ぶメトロ
ネットワーク，さらには国内主要拠点間接続や国際通信を
実現するコアネットワーク等，様々なエリアの光通信ネッ
トワーク（図２）に適用されているが，近年では社会全体で
のネットワーク利用形態の変化（2）から適用分野が更に広が
り，性能・機能の向上が求められている。

近年のニーズの一つ目として，携帯電話等モバイル端末
の普及や動画コンテンツの流通，ネットワーク接続機器増
大に伴う高速・大容量化がある。これに対しコア・メトロ
ネットワーク向けでは，複数のファイバコアを同一の光
ファイバで多重伝送する空間多重光伝送技術，信号多値化
に加え偏波・時間方向の複数の軸にまたがって情報を割り
当てる方式や，伝送信号の電力が正規分布に従うように情
報を割り当てる方式を用いる多次元変復調技術が，長距離
化を含めた課題解決技術として注目されている。また稠密
な波長多重と高い変調多値度を実現するため光源の光波長
高安定化やスペクトル幅狭窄（きょうさく）を行う高精度光
源技術等も開発されている。さらに送信情報に冗長な情報
を付加して伝送中に発生する誤りを受信側で検出・訂正す
る誤り訂正技術では，100Gbpsの信号に対して理論限界
に迫る符号化利得12dBを実現する技術が開発されており，
最先端半導体プロセスを用いた光通信用の超高速デジタル
信号処理LSIによって100Gbps当たり10Wの低電力化を
実現している。

アクセスネットワーク向けでは携帯電話等の単位通信エ
リア（セル）の小型・多数化，及び通信速度高速化に対応す
るため，複数チャネルを同時使用して従来の４倍以上の広
帯域化を実現する超広帯域伝送技術，FTTH技術を適用
して高速・高精度な制御によって効率的に高密度配置の基
地局を収容する光無線統合アクセス技術，光・電気部品の
集積化で単位体積当たりの伝送速度向上と低消費電力化を
実現する光トランシーバ設計技術等が開発されている。

近年のニーズの二つ目として，通信サービス以外の様々

メトロ
ネットワーク

局舎
局舎

加入者

海底ケーブル

コア
ネットワーク

企業

アクセス
ネットワーク

データセンタ／
企業間ネットワーク

携帯電話
基地局

モバイル
フロントホール

事業者
（FA／ビル／
電力／交通／
公共ほか）

データセンタ

モバイル
バックホール

図２．光通信ネットワークの全体構成
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な事業分野でネットワークを利用・活用するため，通信シ
ステムの柔軟性・高可用性・多様性が求められている。ま
たB2B2X（Business to Business to X）と呼ばれる，企業

（B）が他企業（B）のサービス基盤を活用してユーザー（X）
に新たな価値を付加したサービスを提供する事業モデルが
注目されている。これに対し様々な利用者にとって効率的
かつ迅速に利用可能なサービス基盤を実現するため，ネッ
トワーク要件を抽象化して共通的かつ簡易なインタフェー
スを提供しつつ柔軟に性能・機能を構築するネットワーク
仮想化・ソフトウェア化技術の開発が盛んに行われており，
またユーザーデータを守りつつ低コストにサービス基盤管
理を実現するためのAI（Artificial Intelligence）適用技術，
ネットワーク機能のモジュール化・プラットフォーム化技
術，セキュリティ技術等が注目されている。

当社ではこれらの全技術に取り組んでおり，特にIoT時
代のトラフィック急増に対応する多次元変復調技術，適
応リンクレート処理を適用した誤り訂正技術（本号37，32
ページ），基地局収容向けに低遅延化を実現する光無線統
合アクセス技術等の開発を進めている。

4．アンテナ技術

当社のアンテナ技術は移動通信，衛星通信，レーダ，各
種無線通信機器（車載情報機器，スマートメータ，スマー
ト家電等）に幅広く展開されている。品種の多さと近年の
無線システムの発展でアンテナは高周波化，広帯域・マル
チバンド化，低損失化，指向性・偏波制御の高精度化など
更なる電気性能向上が求められ，また装置筐体（きょうた
い）との一体化，製造・環境に対するロバスト性，材料・
製造法革新への対応など信頼性とコスト低減にかかわる課
題も重要になっている。一方これら従来の競争軸に加え，
今までとは異なる製品・サービスの創出に向けたアンテナ
技術応用も模索している。アンテナ技術の根本である電磁
界理論と他分野の技術を融合させることで新たな価値を生
み出す動きについて述べる（図３）。

衛星通信等に利用される開口面アンテナではアンテナ構
造物による電波散乱影響評価のため幾何（きか）光学的回折
理論による高精度な電磁界解析法を確立した。この技術は

周囲構造物の影響を含む電波伝搬解析にも応用されている。
近年の市街地構造の電子地図化と計算機能力の向上によっ
て数kmの範囲を10dB以内の精度で電波強度を推定でき
る。室内伝搬では三次元空間測定装置と当社開発の統計モ
デル（3）の融合で，室内マッピング後に数分から数秒で４dB
以内の精度で計算でき，“電波見える化技術”による無線機
器設置提案ツールとしての活用を目指している。

レーダや移動体衛星通信に用いるアレーアンテナでは多
数の素子アンテナ間の結合を含めた正確な解析・設計法や
所望放射特性を実現する振幅・位相制御法を開発してきた。
空間・周波数特性が主要評価対象であるが近年は時間を含
めた活用で新技術を開発している。レーダでは送信ビーム
形状を時間変化させて効率良く不要波を抑圧して正確に目
標把握する“時間変調アレー”技術を開発した。通信では所
望信号ビームに干渉信号ビームを重畳してビームを時間変
化させ，限られた方向だけで解読可能な通信を行う“秘匿
通信アレー”を開発した（本号28ページ）。

寸法が電波の波長以下のものは小形アンテナと呼ばれ，
無線LAN，無線タグなどの小型端末に使用される。周囲
の装置，回路による電気的な結合影響が大きい中で安定し
た性能を確保しつつ複数機能を実現する小型化・実装設計
が課題である。本来アンテナではない構造部分も活用して
小型・低コストなアンテナを実現してきた。その顕著な発
展例として伝導性を持つ海水を噴水状に噴き上げてアンテ
ナとする“シーエアリアル”（4）を開発した。ポンプと給電ノ
ズルからなるためアンテナ線展張の必要がなく，海岸線や
船に設置して必要なときだけ動作させるコンパクトな無線
装置としての活用が期待される。

給電回路はこれら全てのアンテナと無線装置を結ぶ重要
なコンポーネントであり，用途ごとに様々な性能と構造制
限が要求される。近年の3Dプリンター技術の発展で従来
では製造できない複雑な構造の提案が可能になる。ただし
3Dプリンターはまだ製造精度に限界があり，ロバスト設
計技術の開発を進めている（本号45ページ）。

5．マイクロ波回路技術

マイクロ波回路は，無線通信機器やレーダ機器のキー
コンポーネントであり，高性能化に加え，低消費電力化，
低コスト化が求められている。近年，マイクロ波回路を用
いる半導体デバイスでのGaNデバイスの登場やSiデバイ
スのマイクロ波帯への適用拡大に伴う技術開発，さらに
はデジタル信号処理回路の高速化に伴うアナログ回路
とデジタル信号処理の融合の技術開発が行われている。

図４にアクティブ回路に注目したマイクロ波送受信
機のブロック図を示す。従来のGaAs（ガリウムヒ素）
デバイスに加えて，GaNデバイスやSiデバイスの実用
化が進んでいる。GaNデバイスは高出力・高効率な特
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図３．アンテナ技術の新たな展開
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性によって，まず，レーダ用途の送信増幅器で実用化さ
れ，続いて，低歪（ひず）み化技術の開発によって無線通信
用途で実用化されている。Siデバイスはプロセスの微細化
によって遮断周波数が300GHz以上に及び，集積化による
コストメリットと相まってマイクロ波帯からミリ波帯まで
適用されている。特に高出力や低雑音な特性が必要な回路
を除いて，様々な機能回路が１チップに集積化されてい
る。近年では，第５世代移動通信システムや車載レーダ等
の新たな用途に向けた開発，多チャネル回路を１チップに
集積化する開発（5），集積可能な機能回路の範囲を広げる増
幅器の高出力化や発振器の低位相雑音化（本号49ページ）
等，個別回路の高性能化開発が行われている。

アナログ回路とデジタル信号処理の融合技術では，ア
ナログデジタル（A／D），デジタルアナログ（D／A）コン
バータの高速化によってマイクロ波回路とデジタル回路の
境界の中間周波数（IF）・ベースバンド（BB）回路をデジタ
ル回路で小型化する開発が行われている。送信回路では，
送信増幅器の低歪み・高効率化のために，デジタル信号処
理で歪み補償するデジタルプリディストーション・エンベ
ロープトラッキング技術が携帯基地局・端末用途で実用化
され，変調帯域やマイクロ波帯の広帯域化が課題となって
いる（6）。さらに，マイクロ波信号をデジタル回路で生成し
て高効率スイッチング増幅器で増幅するデジタル送信機の
研究開発が始まっている（本号41ページ）。

6．光学センサ技術

光学センサは，太陽光の反射や赤外放射する対象物の像
を捕らえる受動型センサと主にレーザ光を対象物に照射
してその反射・散乱を捕らえる能動型センサに大別でき
る。その中で近年，安心・安全な社会，循環型社会の構築

に向け，能動型センサであるライダの利用が
加速している。ライダは，レーザ光を照射し
戻ってきた光の往復時間，周波数変化や振幅
から遠隔の情報を計測する装置である。当社
は，人の目に対して最も安全な波長1.5µm帯
のレーザ光を活用し，三次元イメージングや
風・ガス計測用のライダ開発を継続している。

三次元イメージングに関しては，交通監視向けとして独
自の高速イメージング方式を開発し，高速走行する車両を
ぶれなく撮像することを可能にした。この技術を用いるこ
とで，高速道路の自動料金支払システムでの車種判別の高
度化を進めている（7）。また，この技術はセキュリティや測
量等，幅広い分野への展開が可能である。

風計測では，高い信頼性と小型化へのニーズに応える
ため，光ファイバ部品をベースとした小型風計測ライダ

（図５⒜）を開発し（8），風力発電等で実用化している。また，
長距離計測が求められる航空安全用途では，世界最高出力（注4）

のレーザ増幅器を開発し，半径30km以上の広範囲にわた
る風計測に成功した。この技術を用いた大型風計測ライダ

（図５⒝）で空港周辺の乱気流監視が可能になり，国内外の
主要空港で導入が進んでいる。またこれらレーザ増幅器を
用いたライダを航空機に搭載して前方の乱気流を検出し，
巡航時の安全に役立てる取組みも進んでいる。最近更なる
小型・軽量化による普及に向け，ライダ用の新しい光変調
技術も開発している（本号16ページ）。

ガス計測に関し，約５年前までは衛星からの温室効果ガ
ス（二酸化炭素等）の地球規模観測向けとして開発を始めて
いた。これに対し最近，頻発する豪雨災害を背景に，豪雨
の予兆である積乱雲発生前の水蒸気濃度の上昇を検出する
ニーズが高まっている。このニーズを満たすには広範囲か
つ高精度な計測が必要であり，ガス計測ライダでこの実現
に必要な光送受信技術（複数レーザ波長送受信・増幅技術，
波長安定化技術）を開発した。kmオーダーの範囲で水蒸気
濃度の空間分布を計測できることを実証しており，計測距
離の延伸化と計測精度の実証を進めることで，早期豪雨予
測への貢献が期待できる。

（注４） 2015年２月17日現在，当社調べ
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7．EMC技術

EMC（電磁両立性）技術は，製品から発生する不要電磁
ノイズ（エミッション）が他機器に影響しないように低下さ
せ，外来電磁ノイズで誤動作を起こさないように耐性（イ
ミュニティ）を持たせ，さらに機器内部の電磁干渉による
誤動作が起きないようにする技術である。これによって，
電気・電子機器に必要な基本性能と品質を確保する。

当社では，家電から宇宙機器まで，構成や大きさ，電力
レベル，使用環境，適用EMC規格などが大きく異なる幅
広い分野の製品を扱っており，それぞれに対してEMC性
能を確保した製品開発を行っている。一方，製品の高性能
化や小型・高密度実装化，高電圧高速スイッチングを行う
電力系装置の普及に伴う発生ノイズのレベル増加や高周
波化，外来ノイズ耐性の低下，機器内電磁干渉の増加な
ど，EMC問題の顕在化はとどまらない。今後，IoTの普
及によって，様々なセンサや機器がネットワークで接続さ
れたシステムが構築される状況では，より複雑な電磁環境
下での高い信頼性が要求され，EMCに関する課題は更に
増加すると予想される。このように複雑化する課題に対
し，EMC品質を確保する製品開発を効率的に進めるため，
EMC要素技術の開発を行うとともに，設計結果の検証や
製品のEMC性能評価を行うためのEMC評価解析技術の開
発を推進し，事業を支えている。

当社のEMC技術は研究開発を基盤にしていることが特
徴である。これは多種事業分野にわたる製品のEMC性能
を継続して満たすために，最も効率的であるとの観点によ
る。計測技術，ノイズ抑制法，評価方法など多くの技術開
発を行い，学会発表によって有効性を示してきた。最近では
静電気放電による誤動作対策に対応するため，エリア内の電
磁界変動を短時間で同時計測する技術（9）がある。図６に，関
連する過渡ノイズ可視化計測装置を示す。また，ノイズバイ
パス素子としてのコンデンサ回路の性能限界を向上させる技
術（10），差動信号線路の平衡度分析によって部品接続の実装

自由度を高める技術，特定周波数帯だけの遮蔽特性を持つ非
接触型シールド接合技術（本号53ページ）等が挙げられる。

8．む　す　び

光電波・通信技術の動向と当社の取組みについて述べた。
通信，センシングに対する要求は今後ますます高度化，多
様化すると予想されるため，他分野の新しい技術，視点を
巻き込みながら光電波・通信技術の研究開発を継続的に推
進する必要がある。
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法面変位センシングシステムを道路法面に適用した場合の概念図を示す。斜面に設置したセンサから放射された電波を道路脇に設置した複数
の子受信機で受信し，受信信号を親受信機まで伝送する。各子受信機の電波位相を比較してセンサの変位をミリメートルオーダーで計測する。

法面変位センシングシステムの概念図

ネットワークサーバ
無線無線

子受信機#1
の受信電波

位相差から距離差を
求めて変位を検出

子受信機#2
の受信電波

位相差センサ端末から
電波放射

センサ端末

子受信機

子受信機#1子受信機#2

子受信機#N
の受信電波

親受信機

子受信機#N

子受信機#2と#1
の等距離差線

子受信機#Nと#1
の等距離差線

複数の子受信機間の距離差から
求めた等距離差面（図では線）

等距離差面の交点からセンサ端末
の位置が高精度に求まる

子受信機#1

子受信機#N
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子受信機
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子受信機#N－1

子受信機#2

自然斜面・法面（のりめん）（注1）で，集中豪雨・積雪等を
原因とした地すべりによる災害は国内で年間１千件程度発
生しており，地すべりの危険箇所は１万箇所程度ある。地
すべりによる斜面崩壊の前兆としてミリメートルオーダー
の変位が発生する。
三菱電機は，このミリメートルオーダーの変位を計測す
るシステムとして2.4GHz帯の電波位相差を用いた変位計
測システムの開発を進め，フィールドでの計測・評価を
行ってきた。しかし，既存の無線システムとの電波干渉に
よって安定した計測が困難になるという懸念がある。今回，
近年開発・実用化が進んでいるセンサネットワークと変位

計測システムを融合させ，センサネットワークの無線規格
である920MHz帯の電波位相差を用いて道路法面の変位
をセンシングするシステムの開発を行った。920MHz帯の
波長は2.4GHz帯と比較して約３倍長いため，このままで
は変位計測精度が悪化してしまう。しかし，観測位相誤
差は反対に2.4GHz帯と比較して小さくなり，法面の管理
に必要な約１mmの精度で変位を安定して計測可能である。
またセンサ端末を強制的に変位させた実験の結果，１時間
当たり数mmの変位を検知できることが明らかになった。
（注１）… 道路工事や宅地造成等によって人工的に形成された斜面

Tadashi Oshima, Tsubasa Terada, Takeshi Amishima, Nobuhiro Suzuki
Sensing Technique of Slope Displacement Using Phase Diff erence of Radio Wave

大島正資＊  鈴木信弘＊＊
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1．ま　え　が　き

自然斜面・法面で，集中豪雨・積雪等を原因とした地
すべりによる災害は国内で年間１千件程度発生しており（1），
地すべり危険箇所は１万箇所程度ある（2）。地すべりによる
斜面崩壊の前兆としてミリメートルオーダーの変位が発生
することが知られており，道路法面の管理基準値の目安と
して用いられている（3）。土質や工事方法等に応じて管理基
準値は現場ごとに設定されているが，その計測には１時間
当たり数mm以上の変位量の計測が必要である（4）。
このミリメートルオーダーの変位を計測する技術として，
GPS（Global…Positioning…System），光波測量，伸縮計を
用いた方法がある。しかし，GPSでは電離層の影響等によ
る誤差を軽減するために１日程度の平均処理が必要であり
即時性に欠ける，光波測量では濃霧等の悪天候時に計測が
困難である，伸縮計は斜面上に不動点を確保することが困
難であるという問題がある。
当社はこれらの問題を解決するために，電波位相差を用
いてミリメートルオーダーの微小な変位を長期間にわたり
常時三次元計測するシステム（変位計測システム）を開発し
てきた。
本稿ではセンサネットワークと融合させた変位センシン
グシステムについて述べる。

2．電波位相差を用いた法面変位センシング技術

2. 1　法面変位センシングシステム

図１に法面変位センシングシステムの概念及び原理を示
す（5）（6）。このシステムは斜面上に設置したセンサ端末から
放射された電波を複数の子受信機で受信し，子受信機間の
位相差を計測することでセンサ端末の変位を高精度に計測
する。これまで2.4GHz帯の電波位相差を用いてミリメー
トルオーダーの微小な変位を長期間にわたり常時三次元計
測するシステム（変位計測システム）の開発を進め，フィー
ルドでの計測・評価を通じた検証を行ってきた（5）。しかし，
2.4GHz帯の周波数は無線LAN（Local…Area…Network）等
の近距離無線で用いられるため，電波干渉によって安定し

た計測が困難になるという懸念が生じる。
そこで無数のセンサ端末間で安定した通信を行うことを
目的として，近年開発・実用化が進んでいるセンサネット
ワーク向けの920MHz帯の電波を用いて道路法面の変位
をセンシングするシステムの開発を行った。このシステム
では，温度・傾斜等の様々なセンサ間の通信に用いられる
電波を利用して変位計測を行うことによって，様々なセン
サの情報収集と変位計測を同時に行うことが可能になった。
また，この通信は変位計測用電波の送信指示にも使用され，
センサ端末間のマルチホップ通信によって広範囲（数百m
四方）にセンサ端末が設置可能になった。
斜面に設置した複数のセンサ端末は，親受信機からの指
示によって変位計測用電波を発信し，道路脇に設置した複
数の子受信機でその電波を受信する。各センサ端末から放
射する電波は，センサ端末ごとに分離できるように親受
信機からの指示によって時分割で発信する。子受信機で受
信した電波は高周波信号として同軸ケーブル又は光ファイ
バを通じて親受信機に伝送される。親受信機に伝送された
高周波信号は，中間周波数に周波数変換された後，A／D
（Analog／Digital）変換器によってデジタルデータに変換
される。このデジタルデータで導出される子受信機間の位
相差から，センサ端末の変位を高精度に推定することがで
きる。変位センシングの原理については2. 2節で述べる。
変位計測結果は携帯電話等のネットワーク回線を介して
サーバに格納し，遠隔地からモニタリングすることが可能
である。
2. 2　電波位相差による変位センシングの原理

電波位相差による変位センシングでは，電波の位相差
（図１に示した電波のずれ量）を用いることで高精度な計測
を実現する。周波数が920MHzの電波を用いた場合，波
長は約30cmである。位相差は波長の数十分の一の精度で
計測可能なため，ミリメートルオーダーの変位計測が可能
になる。このシステムでは子受信機間の電波位相差を用い
ることでセンサ端末と子受信機間の同期を不要とする。た
だし子受信機間の同期は必要であり，高周波信号を親受信
機に集約することで実現している。

ネットワークサーバ 無線

子受信機#1
の受信電波

位相差から距離差を
求めて変位を検出

子受信機#2
の受信電波

位相差センサ端末から
電波放射

センサ端末

子受信機

子受信機#1

子受信機#2 子受信機#N
の受信電波

親受信機

子受信機#N

子受信機#2と#1
の等距離差線

子受信機#Nと#1
の等距離差線

複数の子受信機間の距離差から
求めた等距離差面（図では線）

等距離差面の交点からセンサ端末
の位置が高精度に求まる

子受信機#1

子受信機#N

波長

子受信機#N－1

図１．法面変位センシング技術の概念及び原理
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次に変位計測の原理を述べる。センサ端末の位置座標を
（x，y，z），m番目，n番目子受信機の位置座標をそれぞれ，
（Xm，Ym，Zm），（Xn，Yn，Zn）とすると，m番目とn番目
子受信機間の位相差φm，nは以下のようにセンサ端末とm
番目，n番目の子受信機間の距離差として表される。

… … ⑴

ここでλは電波の波長であり，２πL（Lは整数）は整数値
バイアスと呼ばれる波長の整数倍の不確定性である。この
整数値バイアスの初期値は機器設置時に測距計等を用いて
計測し，変位発生に伴い変動する値に関しては測位値を追
尾することで推定する。（x，y，z）を未知数とした式⑴は，
図１に示した等位相差面（等距離差面）を表し，複数の子受
信機の位相差から複数の等距離差面が求められ，それらの
交点からセンサ端末を高精度に測位することが可能である。
この技術の測位原理は，電波の送受信を逆にした以外は
位相差GPSの原理と同様であり，センサ端末がGPS受信
機，子受信機はGPS衛星に相当する。GPSでは電離層等
の擾乱（じょうらん）の影響を受けるのに対し，このシステ
ムでは電波の伝播（でんぱ）距離が短いため，擾乱の影響
を受けない点が利点である。変位計測精度についてもGPS
と同様の理論に基づき次のように与えられる。

… ………………………………… ⑵

ここで，εposは変位計測誤差，εphaseは受信機雑音や周囲
環境に伴い発生する外来雑音による観測位相誤差，σDOP
は，DOP（Dilution Of Precision：誤差増倍率）と呼ばれ
るセンサ端末と子受信機の位置関係で決定される係数であ
る。センサ端末を取り囲むように子受信機を配置すること
ができれば，等位相差面が直交するのでDOPが小さくな

り測位誤差を低減させることができる。また，波長λに比
例して変位計測誤差が増加することが分かる。2.4GHzの
波長に対して920MHzの波長は約2.6倍長いため，このま
までは変位計測精度は約2.6倍悪くなるが，観測位相誤差
を小さくできれば920MHz帯の電波でも高精度計測が可
能であることを検証実験によって明らかにした。

3．検　証　実　験

3. 1　原理検証実験

法面変位センシングシステムの原理検証実験を行った。
実験機材の構成を図２に示す。当社の情報技術総合研究所
構内の芝生に実験機材を設置して実験を行った。
センサ端末は斜面に設置して長期間計測を実現するため，
太陽光発電による自立電源で動作する端末を試作した。連
続して１週間程度日照がない場合でも連続動作可能なよう
に蓄電デバイス（キャパシタ）を搭載した。920MHz帯を用
いることで無線モジュールの低消費電力化が実現できて無
日照時でも長期間にわたって高頻度（６分周期）で変位計測
が可能になった。またセンサ端末の制御基板には温度セン
サを搭載して温度情報も収集可能である。ほかのセンサと
接続可能なインタフェースも設けたので，傾斜計や雨量計
等を接続してのデータ収集が可能である。さらにセンサ端
末間でのマルチホップ通信によって広範囲（数百m四方）の
計測が可能である。
子受信機はアンテナと直流電源，増幅器を備え，センサ
端末の変位計測用電波を受信する。受信した高周波信号は
同軸ケーブルを通してユニットハウス内に設置した親受信
機に伝送される。
親受信機に伝送された高周波信号は，フィルタによる
帯域制限，周波数変換が行われた後にA／D変換に送られ，
デジタルデータに変換される。信号処理部では，このデジ

φm,n＋2π
2π
λ＝ （x－ ）2＋（y－mX ）2＋（z－mY ）2mZ｛L

－（x－ ）2＋（y－nX ）2＋（z－nY ）2nZ ｝

εpos DOP2π
λ＝ ・σ ・εphase
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変位計測
用電波

通信 ・ 制御
用電波

親受信機
（ユニットハウス内に設置）

太陽電池モジュール

蓄電
デバイス

無線
モジュール

温度
センサ

制御基板

他のセンサとの接続用
インタフェース

蓄電デバイス（キャパシタ）

制御基板
（温度センサ付き）

無線モジュール

太陽電池モジュール

10cm
7cm

5cm

受信アンテナ

直流電源， 増幅器

増幅器

直流電源

防水ボックス

アンテナ

信号発生器

A／D変換

ワークステーション信号処理部

100V

A／D変換

分配器

子受信機#1 子受信機#8

制御部 パソコン

帯域制限

増幅 ・ 帯域制限

図２．原理検証実験機材の構成
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タルデータを用いて2. 2節で述べた原理に基づいてセンサ
端末の位置を計算する。制御部ではセンサ端末と通信を行
い，ネットワークの構築，温度センサデータの収集，セン
サ端末の変位計測用電波の発信制御等を行う。
センサ端末６台を設置して強制的に変位させる実験を
行った。実験条件を表１に，センサ端末と子受信機の配置
図を図３に示す。図３のTx3をx方向に強制的に４mm変
位させた。実験結果を図４に示す。＊は計測値であり６分
ごとの測位値を３サンプル移動平均した値である。点線は
真値である。計測が４mmの変位を捉えていることが分か
る。またこのときの変位計測誤差（計測値－真値の全計測
時間での二乗平均平方根）は約１mmであり，観測位相誤
差εphaseは約３degであった。2.4GHz帯の観測位相誤差約
10deg（5）と比較して約1/3であり，波長による変位計測誤
差増加分をほぼ打ち消して2.4GHz帯の場合と同等の精度
で計測が可能であることが明らかになった。
3. 2　実　証　実　験

2017年９月から，このシステムの試作機を東日本高速
道路㈱が管理する法面に設置し，実証実験を開始している。
実験の様子を図５に示す。法面の100m四方のエリアにセ
ンサ端末15台，子受信機16機を設置した。実環境下で天

候や植生等が変位計測精度に及ぼす影響を調査している。

4．む　す　び

920MHz帯の電波を用いて，斜面・法面の変位を高精度
に計測可能なセンシング技術の原理検証実験結果を示した。
この実験でこの技術によって法面の管理に必要なミリメー
トルオーダーの計測が可能であることを確認した。今後は，
高速道路の法面での実証実験を通して実環境下での計測精
度・耐久性を検証する。
この研究成果の一部は，国立研究開発法人 新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）からの委託研究で
得られたものである。また，実証実験にご協力いただいた
東日本高速道路㈱に感謝する。
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表１．実験条件
送信出力 20mW

送信周波数 927.4MHz（変位計測用）
927.5MHz（通信・制御用）

計測周期 ６分
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Tx ： センサ端末，  Rx : 子受信機

図３．センサ端末と子受信機の配置図
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図４．強制変位実験結果（センサ端末＃５）
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図５．実証実験の様子
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圧縮センシングをSAR画像に適用することで，２倍の観測領域の観測が単一の観測領域のデータ量で実施可能となる。従来，アンテナ数及び
データ量を２倍にすることで２倍の観測領域を広域高分解能で観測していた。今回，アンテナ数２倍でデータ量をそのままにした場合に相当す
るSAR画像でも圧縮センシングを適用することで，２倍のデータ量で観測した場合と遜色ない画質が得られることを確認した。

衛星搭載型合成開口レーダ向け圧縮センシング技術のコンセプト

従来の合成開口レーダ
等間隔

圧縮センシング適用あり
合成開口レーダ

観測点数1/2
（等間隔間引き）

観測領域２倍

観測点数1/2，観測領域２倍の合成開口レーダ画像
（圧縮センシング適用なし）

従来の合成開口レーダ画像

観測点数1/2，観測領域２倍の合成開口レーダ画像
（圧縮センシング適用あり）

衛星や航空機に搭載し，昼夜天候を問わずに地表面を
観測するセンサとして合成開口レーダ（SAR：Synthetic 
Aperture Radar）がある。合成開口レーダは広域観測に
適するが，総観測時間短縮のために観測領域の更なる拡大
が求められている。画質を劣化させずに観測領域を拡大す
る広域高分解能化の要求があり，三菱電機が開発した衛星 
だいち２号では，レーダ用の受信アンテナを二つに増やす
ことで広域高分解能を達成した。しかしアンテナを二つに
増やすことは，すなわちダウンリンクされるデータ量もま
た２倍になることを意味している。

昨今，広域高分解能化につれてデータダウンリンクの容

量逼迫（ひっぱく）が課題となってきており，ダウンリンク
にかかるデータ量の圧縮が求められている。データ量圧縮
が可能な技術の一つに圧縮センシングと呼ばれる2006年
から開拓された技術がある。

三菱電機では，今回，合成開口レーダ向けの圧縮センシ
ング技術を開発した。従来に比べてデータ量を半分にした
場合でもデータ再構成が可能であることを電波暗室実験及
び航空機SAR実験で確認した。特に，航空機SAR実験で
は偽像レベルが9.6dB抑圧されることを確認した。

この技術はSARセンサの小型・低コスト化等への活用
が見込まれ，省資源な宇宙開発への貢献が期待できる。

Takehiro Hoshino, Dehong Liu, Teruyuki Hara, Yu Okada
Compressive Sensing Technology for Synthetic Aperture Radar

星野赳寛＊   岡田　祐＊＊＊

Dehong Liu ＊＊

原　照幸＊

合成開口レーダ向け
圧縮センシング技術
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1．ま　え　が　き

衛星や航空機に搭載し，昼夜天候を問わずに地表面を観
測するセンサとして合成開口レーダ（SAR）がある。SAR
は広域観測に適するが総観測時間短縮のために観測領域の
拡大が求められている。画質を劣化させずに観測領域を
拡大するため，三菱電機が開発した衛星 だいち２号では
レーダ用アンテナを二つに増やして広域高分解能を達成し
た（1）。しかしアンテナを二つに増やすことは，すなわちダ
ウンリンクされるデータ量も２倍になる。

広域高分解能化に伴いデータダウンリンクの容量逼迫が
課題となっており，ダウンリンクデータ量の削減も求めら
れている。データ量削減が可能な技術として圧縮センシン
グと呼ばれる技術が2006年から開拓された（2）。

三菱電機では，今回，SAR向けの圧縮センシング技術
を開発した（3）（4）（5）。従来に比べてデータ量を半分にした場
合でもデータ再構成が可能であることを電波暗室実験及び
航空機SAR実験で確認した。

2．圧縮センシングの原理

2. 1　サンプリング定理

圧縮センシングは，サンプリング定理によるデータ量の
限界を突破する技術の一つである。サンプリング定理と
は，ある周波数までのデータを忠実に再現する場合，その
２倍の周波数でサンプリングすればよいという定理であ
る。例えば音楽CDのサンプリング周波数は44.1kHzであ
るが，これは人の可聴域（22kHz以下）を再現するためで
ある。これに対して圧縮センシングは44kHz未満のサン
プリングでも22kHzのデータを再構成しようとする手法
である。図１にサンプリング定理を満たさない場合に周波
数の同定ができない例を示す。実線は真の波動を表し，丸
点はサンプリングで観測された信号を示す。破線は真の波
動と同じ観測値を持つ高い周波数の波動（偽像）である。丸
点の観測では実線と破線のどちらが真の波動か分からない。
2. 2　ランダムサンプリング

図１の問題に対して，一般に圧縮センシングではサンプ
リングをランダム化する方法がとられる。図２にランダム
サンプリングした場合の様子を示す。丸点での観測で実線
と破線を区別して実線が真の波動であることが分かる。ラ
ンダムサンプリングの観測値をフーリエ変換して周波数領
域で見ると，図１で現れていた高周波の偽像成分は拡散さ
れて小さくなる。これを偽像のコヒーレンスが低下したと言う。

さらに圧縮センシングでは，求めるべき波動の数が疎
（スパース）であるとの前提で解を抽出する。言い換えると，
実際の観測では周波数領域で複数の成分が現れるが，これ
らの成分の数が少なく，まばらに分布しているとの前提で
ある（多くの場合この前提は良い近似である）。

2. 3　SAR向け圧縮センシング

SARでは図１，図２の時間領域の横軸が軌道上の観測
位置（要旨の図の観測点），縦軸が地上の電波反射源から来
る電波の振幅に相当する。観測中心方向からの電波は変化
が緩やかで実線に相当し，観測中心から離れた反射源から
の電波は変化が急峻（きゅうしゅん）で破線に相当する。観
測点が少ない場合は実線と破線の区別が付かない。仮に実
在する電波が観測中心からの電波（実線）だけだとしても，
破線の電波に相当する方向に偽像が発生することになる。

ランダムサンプリングが一つの解決手段であるが，実は
SARの場合，観測中心から離れた反射源は観測点からの
距離変化が一様ではないため，その電波は観測点に対して
図３の破線のように変化する。したがって等間隔サンプリ
ングでも実線と破線を区別することが可能である。これは
偽像成分（破線）のコヒーレンスが低下したと言え，フーリ
エ変換後の偽像の強度レベルが下がる。さらに2. 2節で述
べたように求める解はスパースであるとの前提で解（SAR
画像）を抽出する。これが今回開発したSAR向け圧縮セン
シングの原理である。

真像 偽像

コヒーレンスが
高い

⒜　時間領域

⒝　周波数領域

図１．二つの波動のコヒーレンスが高い状態

真像 ランダムサンプリングで
拡散された偽像

コヒーレンス低下

⒜　時間領域

⒝　周波数領域

図２．ランダムサンプリングによるコヒーレンス低下
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3．実験による原理検証

3. 1　電波暗室Ka帯SAR実験での原理検証

この節では電波暗室内での実験によるランダムサンプリ
ングによる圧縮センシングの原理検証結果を述べる。実験
では衛星や航空機に搭載したSARを模擬するため実験用
レーダを少しずつ動かして計測した。表１に実験の諸元を
示す。図４は電波暗室実験用レーダ及び観測対象の三面
コーナーリフレクタである。四つのKa帯ホーンアンテナ
を用いており，今回は実験用レーダ（図４⒜）の左上のアン
テナを送信用，左下のアンテナを受信用として用いた。こ
こでは，サンプリング率を，パルス繰り返し周波数をドッ
プラー帯域幅で除算した値として定義する。1.0以上でサ
ンプリング定理を満たすことに相当する。図５⒜，⒝，⒞
は，それぞれサンプリング率7.0，1.4，0.5でのランダムサ
ンプリング時の圧縮センシングによる再構成の前後の様子
を示している。ランダムサンプリングでは，サンプリン
グ率が1.0以上，すなわち平均のサンプリング周波数がサ
ンプリング定理を満たす場合でも，局所的にはサンプリン
グ定理を満たさないために偽像を生じる様子が見て取れる。
特に図５⒞から，サンプリング率0.5としてサンプリング
定理を満たすサンプリング点数の半分からSAR画像を再
構成したことを意味する。
3. 2　Ku帯航空機SAR実験での原理検証

この節では，データを等間隔に間引いたSAR画像の偽
像レベルを圧縮センシングによって改善する効果につい
て述べる。図６は三菱電機が開発したKu帯航空機SARシ
ステムである。航空機はダイヤモンドエアサービス社の
Gulfstream－IIを用いた。表２に実験の諸元，図７に等間
隔にデータを間引いた場合のSAR画像，図８に等間隔に
データを間引いた場合のSAR画像へ圧縮センシングを適
用した結果を示す。圧縮センシング適用によって，等間隔
にデータを間引くことでサンプリング定理を満たさなくな

表１．電波暗室SAR実験の諸元
中心周波数 33GHz
送信帯域幅 14GHz

真像 焦点ボケで
拡散された偽像

コヒーレンス低下

⒜　時間領域

⒝　周波数領域

図３．SARでのコヒーレンス低下
10cm

⒝　観測対象

⒜　電波暗室実験用レーダ

10cm

10cm

図４．電波暗室実験用レーダと観測対象

⒜　サンプリング率7.0

⒝　サンプリング率1.4
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図５．ランダムサンプリング時の再構成結果
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り発生した偽像が抑圧された様子が見て取れる。図９にサ
ンプリング定理を満たすSAR画像を示す。図８と図９を

比較すると，圧縮センシングによって遜色なくデータが再
構成されている様子が見て取れる。画像を構成する真点の
うち強度値が最大の点と，同点の偽像領域内で強度値が最
大の点の強度値比を偽像レベルとして定義し，表３にその
評価結果を示す。表から圧縮センシング適用前後で偽像レ
ベルが－35.9dBから－45.5dBまで9.6dB抑圧された様子
を確認した。一方で，サンプリング定理を満たしたSAR
画像の偽像レベルは－58.7dBであることから，圧縮セン
シングによる偽像レベル改善には13.2dBの改善余地があ
ることも確認した。

4．む　す　び

合成開口レーダ向け圧縮センシングの基礎検討の結果，
従来に比べてデータ量を半分にした場合でも，圧縮センシ
ング技術によってデータが再構成できることを電波暗室及
び航空機でのSAR実験から確認し，特に航空機SAR実験
では偽像レベルが9.6dB改善されることを確認した。一方
で，13.2dBの改善余地があることも確認した。この技術
はSARセンサの小型・低コスト化等への活用が見込まれ，
省資源な宇宙開発への貢献が期待できる。
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表２．航空機SAR実験の諸元
中心周波数 16.45GHz
SAR画像分解能 10cm×10cm
データ間引き前のサンプリング率 1.2
データ間引き後のサンプリング率 0.6

表３．偽像レベル評価
サンプリング率1.2のSAR画像 －58.7dB
サンプリング率0.6のSAR画像 －35.9dB
圧縮センシングSAR画像 －45.5dB

図７．サンプリング定理を満たさない（サンプリング率0.6）の
　　　 航空機SAR画像

図８．図７のデータに圧縮センシングを適用して再構成した画像

図９．サンプリング定理を満たす（サンプリング率1.2）の
　　　　 航空機SAR画像

⒝　送受信アンテナ⒜　信号送受信機

図６．Ku帯航空機SARシステム
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＊情報技術総合研究所　＊＊同研究所（博士（工学））16（288）

現在，風計測ライダが適用されているのは空港監視や風力発電での風況計測などである。今回，風計測ライダの風車搭載，災害対策やレ
ジャー（ゴルフ，ヨットなど）等の適用先拡大に向け，小型・軽量，可搬性を持つ風計測ライダを実現するパルスセロダイン光送受信技術を開発
した。

パルスセロダイン光送受信技術を適用した風計測ライダの原理と適用アプリケーション

風計測ライダの適用アプリケーション

風力発電

レジャー 環境計測

都市安全

防災

風車制御

産業監視

乱流検知

乱流検知

乱流検知
航空安全

ビル風検知

突風検知

突風検知

パルスセロダイン光送受信技術を適用した風計測ライダの原理

後方散乱光

送信光

風（エアロゾルの移動）
光アンテナ

受信光

位相
変調器

半導体
光増幅器光源

位相変調信号

パルス生成信号

風速算出
処理

信号処理部

風計測コヒーレントドップラライダ（LIght Detection 
And Ranging：LIDAR）（以下“風計測ライダ”という。）は
単一周波数のパルスレーザ光を大気中に送出し，風と同速
度で移動するエアロゾルからの後方散乱光をヘテロダイン
受信して，そのドップラー周波数シフトから風速を遠隔計
測する装置である。この装置は空港監視，飛行中の安全確
保のための航空機前方の乱流検知，風力発電での風況計測
に用いられている。適用対象の更なる拡大に向け，風計測
ライダの小型・低消費電力化が望まれている。一方，最近
の光通信分野でのデジタルコヒーレント技術の普及によっ
て，風計測ライダに適用できる可能性を持ち，かつ小型で
高信頼の光・電子コンポーネントが増えつつあるが，機能
や性能の違いによってそのままの適用は困難であった。今

回の開発ではデジタルコヒーレント光通信用コンポーネン
トを風計測ライダに用いるため，パルスセロダイン変調方
式を新たに考案した。この方式では，通信用の半導体光増
幅器で生成したパルスレーザ光に鋸波状の位相変調を付加
することで，風計測ライダで必要な送信光周波数シフトを
実現するとともに，半導体光増幅器で発生する不要な周波
数偏移の補償が可能になる。今回の開発で実現した光通信
技術と風計測ライダ技術との相乗効果によって，従来の
風計測ライダを大幅に小型・低消費電力化し，バッテリー
駆動可能な可搬型風計測ライダ（質量4.9kg，サイズ166×
341×292（mm），計測距離１km，稼働時間5.5時間以上）
を試作し，これら技術の有用性を実証した。

Eisuke Haraguchi, Toshiyuki Ando
Optical Transceiver Using Pulse Serrodyne Technique to Realize Downsized Coherent Doppler LIDAR for Wind Sensing

原口英介＊

安藤俊行＊＊

風計測コヒーレントドップラライダの小型化
を実現するパルスセロダイン光送受信技術
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1．ま　え　が　き

風計測ライダは単一周波数のパルスレーザ光を空間照射
し，風と同速度で移動するエアロゾルからの後方散乱光
を受信して，そのドップラー周波数シフトから風速を計
測する装置である（1）（2）。特に波長1.5µmの光源と光ファイ
バ部品によって構成した全光ファイバ型風計測ライダは
アイセーフ，小型，高信頼のシステムを実現できる利点が
ある（2）。近年では山岳地域や洋上のような運搬車両がアク
セスできない場所，災害地域など電源確保が困難な場所で
の観測へと多様化しており，更なる小型化・可搬可能な
構成が望まれている。一方，最近のデジタルコヒーレント
光通信技術の普及によって風計測ライダに適用できる可能
性を持つ小型高信頼の光・電子コンポーネントが増えつつ
ある。例えば光通信用の半導体光増幅器は小型・集積化が
可能なことに加えて利得補填（ほてん）や強度変調が可能
といった利点がある（3）。しかし半導体光増幅器で注入電流
を変化させてパルス変調を行う場合，内部の屈折率変動に
伴いパルスON期間に瞬時的な周波数偏移が生じる（3）。こ
の瞬時周波数偏移量は風計測ライダに使用するパルス幅
100～1,000nsの範囲では15～150MHz程度（風速誤差10～
100m/s相当）と見込まれ，無視することができない。

三菱電機はこの課題解決のため，パルスセロダイン変調
技術を新たに考案した。この変調技術を光通信用半導体光
増幅器と光位相変調器に適用することによって，風計測ラ
イダで要求される周波数シフトを付加したコヒーレントパ
ルス光の発生と，パルス内の瞬時周波数の補償とが可能と
なる。

2．パルスセロダイン変調を用いた光送受信部

図１にパルスセロダイン変調を用いた光送受信・信号処
理部の構成を，図２に試作した光送受信部と信号処理部を
一体化したインテグレーテッド光送受信ボードの外観を示
す。光送受信ボードでは，はじめに基準光源出力光を送信
光路と局発光路に２分岐する。次に送信光路では，送信
光は光周波数シフトを実現する光位相変調器，パルス化
する半導体光増幅器を介して周波数シフトを付加したパル
スレーザ光として出力される。出力された送信光は高出力
光増幅器で増幅後，送受光路分離用の偏波保持光サーキュ
レータを介して，光アンテナで空間出力される（送信）。空
間出力された送信光がエアロゾルで散乱し，後方散乱光
を光アンテナで受信する（受信）。受信した散乱光は偏波保
持光サーキュレータで送受分離後，光送受信部の受信ポー
トに入力する。受信光と局発光とを合波後，光受信器で光
ヘテロダイン受信し，信号処理部で時間・周波数解析を行
う。信号処理部には，プロセッサ内蔵のSoC（System on 
a Chip）FPGA（Field－Programmable Gate Array）を用

いることで，信号処理用の外部計算機を不要として小型化
を実現している。

図３にパルスセロダイン変調信号のイメージを示す。パ
ルスセロダイン変調では繰り返し周期のパルスON期間

（T1）にだけ鋸波状の変調信号を光位相変調器に印加し，
パルスOFF期間には変調信号をOFFとする。位相の変化
量（dφ）と周波数（Δf）にはΔf＝dφ/dtの関係が成り立
つため，一定周期（Tm），変調幅２πの位相変調を印加し
た際，1/Tmの周波数がシフトされる。これらを踏まえる
とパルスON期間とOFF期間の送信光電場（ESON，ESOFF），
及び局発光電場（EL）はそれぞれ式⑴で表される。ここで
ASON，ASOFFはパルスON期間とOFF期間の送信光振幅，
ALは局発光の振幅，f0は基準光源の光周波数，Tmは鋸波
の周期，φS，φLは信号光と局発光の光位相を表す。
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光源

光位相
変調器

送信光 半導体光
増幅器

光受信器

信号処理部

セロダイン
変調信号 強度変調信号

高出力光増幅器 光
アンテナ 送信

光送受信ボード

信号処理ボード

受信

受信
ポート

局発光

送信光

受信光

図１．光送受信・信号処理部の構成
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… ……………… ⑴

式⑴を用いて，光受信器の光電変換効率をη，信号光
と局発光の光位相差をΔφとすると，パルスON，OFF期
間に出力した送信光の受信信号（ISON，ISOFF）はそれぞれ式
⑵，⑶で表される。ここで風計測に用いる後方散乱光は観
測空間までの送信光の往復時間によって遅延が生じ，パル
スOFF期間に受信される。式⑵から，パルスOFF期間に
受信した風計測信号成分は周波数1/Tmのビート信号とし
て検出される。一方，パルスOFF期間でも，パルスON／
OFF消光比で決まる漏洩（ろうえい）光が光サーキュレー
タ等の漏れ（クロストーク）によって受信ポートに不要波と
して回り込む。ここで漏洩光は周波数シフトされていないた
め，光ヘテロダイン受信信号は直流成分だけであり（式⑶），
風計測信号と周波数領域で分離が可能である。

……………………… ⑵

…………………………… ⑶

3．パルスセロダイン変調を用いた周波数偏移補償

3. 1　周波数偏移の補償原理

ここでは半導体光増幅器で生じる瞬時周波数偏移のパル
スセロダイン変調を用いた補償原理について述べる。図４

に原理を示す。２章で述べたようにパルスセロダイン変調

による周波数シフト量は鋸波周期によって決まる。この鋸
波周期を時間的に変化させることで，パルスON期間内の
瞬時周波数制御を行う。半導体光増幅器で生じる瞬時周波
数偏移をfchirp（t），風計測ライダで必要とされる周波数シ
フト量をfm0（２章で述べた1/Tmに相当）とする。光位相変
調器に印加する鋸波の周期fm（t）をfm（t）＝fm0－fchirp（t）とす
ることでパルスON期間に生じる瞬時周波数偏移を補償し，
かつ風計測ライダで必要とされる周波数シフトを付加した
パルス光を生成する。ここで，従来の風計測ライダ光送信
部に用いられてきた音響光学素子は変調可能な周波数幅が
数MHz，応答帯域が10MHzほどであり，パルスON期間
に生じる瞬時周波数偏移を補償するには帯域，変調幅とも
に不足している。一方，パルスセロダイン変調方式によっ
て風計測ライダの送信部として使用可能になった光通信用
の光位相変調器は変調帯域，変調幅ともに数GHz以上と
広帯域であるため，数nsのパルス幅であっても適用可能
である。
3. 2　周波数偏移の補償実験

3. 1節で述べた周波数偏移の補償原理を用いて，補償前
後の周波数偏移評価実験を行った。測定結果を図５に示す。
図５⒜から補償前ではパルス立ち上がり，立ち下がり領域
で－20～＋15MHzの瞬時周波数偏移が生じていることが
分かる。一方，補償信号を印加した際には（図５⒝），フ
リーラン時最大35MHzの瞬時周波数偏移がパルス内全領
域で一定となっていることが分かる。このとき残存周波数偏
移量は最大±0.4MHz，平均0.03MHz（風速換算0.02m/s）と
風計測ライダの受信帯域と比べ十分小さい値であった。こ
れは国際標準化機構で規定されている風速測定精度0.5m/s
を満たしている（2）。

E 2π tf0＋ ＋φiASON exp＝SON S
1

Tm｛ ｛
E {2πf0t＋φiASOFF exp[ }]＝SOFF S

E {2πf0t＋φiAL exp[ }]＝L L

ASON ＋η| | 2 ALη| | 2＝

＋Δφsin 2πtTmALASONη＋2

ESON L－EI η| | 2＝SON

sin（Δφ）ALASOFFη＋2
ASOFF ＋η| | 2 ALη| | 2＝
ESOFF L－Eη| | 2＝ISOFF
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図４．パルスセロダイン変調による瞬時周波数偏移補償原理
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4．パルスセロダイン変調を用いた風計測実証

パルスセロダイン変調に基づくインテグレーテッド光送
受信ボードを用い，バッテリー駆動可能な可搬型の風計測
ライダを試作した。試作器の外観を図６に，仕様を表１

に示す。この風計測ライダはリチウムポリマバッテリー
（12V，220Wh）によって駆動する。また軽量化のため，
筐体（きょうたい）にはCFRP（Carbon Fiber Reinforced 
Plastics）を用いた。これによって質量4.9kg（従来比25％（4））
と消費電力31.4W（従来比67％（4））とを実現した。

図７に試作器を用いた風計測結果を示す。図７⒜に示す
検出感度の計測距離依存性で，距離１kmまでの視線方向
風速が得られ，設計値と実測値とが良好に一致しているこ
とを確認した。また，図７⒝の風速の連続計測結果に示す
様に，バッテリーによる連続稼働時間が少なくとも5.5時
間以上であることを確認した。

5．む　す　び

風計測ライダの適用分野拡大に向け，光通信技術と風計
測ライダ技術との相乗効果を可能にするパルスセロダイン
変調方式と，これを用いた光送受信・信号処理部の開発結
果について述べた。提案手法によって，国際標準化機構で
規定されている風速精度（0.5m/s）を満足し（2），かつ連続
5.5時間以上のバッテリー駆動が可能な可搬型の風計測ラ
イダの試作評価結果について述べた。
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表１．試作器の仕様
項目 仕様

質量，サイズ 4.9kg，166×341×292（mm）
消費電力 31.4W
バッテリー容量，稼働時間 220Wh，>5.5hrs
光アンテナ開口径 φ50mm

光出力パワー ピーク	：＋44dBm
平均	 ：＋17dBm

パルス幅，繰り返し周波数 200ns，４kHz
計測距離分割数 80

341mm 

⒜　斜視図

光アンテナ

高出力光増幅器

光送受信部

バッテリー

⒝　側面図

166mm 

292mm 

図６．バッテリー駆動型風計測ライダの試作器
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観測・通信衛星システムの将来像を示す。観測衛星の高精細化と即時性向上のためには，直接伝送回線，衛星間回線，データ中継回線の高速
化に加え，マルチビーム化された高速通信衛星システムを観測衛星システムに適用することで観測衛星機数の増大に対応した準リアルタイムな
観測・通信融合システムの構築が期待される。

観測・通信衛星の将来像

観測衛星コンスタレーション

高速通信衛星
データ中継衛星

衛星間回線

データ中継回線

直接伝送回線

ゲートウェイ局

通信端末

地球局

データ中継衛星

地球規模の気象変化を高精細かつ高頻度に観測すること
は，自然災害が生活に与えるリスクを低減するうえで重要
である。また，近年は宇宙分野の技術革新と地上との情報
通信技術の融合によって，複数の情報を地理空間上にマッ
ピングして新たな情報を得る新規ビジネスの創出が期待さ
れている。

近年，準リアルタイム観測の実現に向けて，高精度な光
学センサや合成開口レーダを備えた複数の衛星で所望の地
域を高頻度に観測する観測衛星コンスタレーションが期待
されている。このようなシステムは観測データを迅速に地
球局へ伝送する高速データリンクが要求される。さらに，

自然災害等を想定した場合は被災地周辺に集中して通信・
観測需要が高まることが想定されるため，地理的な通信需
要の局所集中に対応したデータリンクの確立が重要となる。

これらの課題を解決するために観測衛星向け技術では，
衛星―地球局及び衛星―衛星間のデータ伝送方法をお互い
の位置関係やデータ滞留量に応じて適応的に制御すること
で，衛星のネットワーク全体での伝送容量の最適化を図る。
通信衛星向け技術では，衛星上で周波数と経路を変更可能
なチャネライザを活用することで，通信需要に応じた帯域
割当てを可能にする。さらに将来像として観測と通信の融
合が考えられる。

Shigenori Tani, Katsuyuki Motoyoshi
Broadband Satellite Communication Technologies for Safe and Secure Society

谷　重紀＊

元吉克幸＊＊安心・安全を支える衛星通信の大容量化技術
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1．ま　え　が　き

宇宙空間を利用した観測・通信システムは，災害時での
迅速な状況把握と対処へ寄与することに加え，情報通信技
術との融合による新規ビジネスの創出が期待されている。

本稿ではこのシステムの将来像を概観するとともに，こ
のシステムで必要となる衛星通信の大容量化技術を示す。

2．観測衛星の動向と将来技術

2. 1　動　　向

近年，観測衛星に光学センサや合成開口レーダによる高
精度なセンサを備え，また大量の観測データを蓄積する大
容量記憶域を搭載する傾向にある（1）。さらに，低軌道を周
回する複数の観測衛星から構成される観測衛星コンスタ
レーションが準リアルタイム観測の実現に向けて期待され
ている。このようなシステムは観測データを迅速に地球局
へ伝送する高速データリンクが要求される。

観測衛星のデータリンクは静止軌道に配置されるデータ
中継衛星を経由する手段と，低軌道上の観測衛星から地球
局へ直接伝送する手段がある。少なくとも３機以上のデータ
中継衛星があれば観測衛星は地球上のいかなる場所でも地
球局との通信を確立できる。一方，直接伝送回線は静止軌道
と比較して距離減衰が小さいことから高速伝送が可能である。

直接伝送では従来X帯（８GHz帯）が広く用いられ，
800Mbpsの伝送が実現されているが，伝送速度の更なる
向上に対しては帯域幅が制約となる。そのためX帯と比較
して４倍の帯域幅（1.5GHz）を持つKa帯（26GHz帯）の利用
が検討されている。さらに帯域幅３GHzを利用可能なQ帯

（39GHz帯）を用いることで伝送速度の向上が期待できる。
2. 2　将　来　技　術

Ka帯やQ帯などの高い周波数帯を用いることでアンテ
ナ利得と利用可能帯域幅が増加するため，観測衛星から地
球局へのデータ伝送速度の向上が可能になる。一方で降雨
減衰などの大気による減衰も増加し，特に低仰角時は大
気通過距離が長いため影響が大きい。この問題に対して
は伝播（でんぱ）路状態すなわち受信SNR（Signal to Noise 
power Ratio）に応じて所望の誤り率を満たす変調方式と
符号化率を選択する適応変調技術に加え，使用する搬送波
数を増減させるマルチキャリア・マルチモード伝送方式が
有効である（2）。図１に示すように，この方式は複数の変調
方式及び伝送モード（周波数多重モード，電力合成モード）
を切替え可能である。電力合成モード時は，モード切替え
型変調器が各変調出力の位相を制御して信号合成を行うの
で送信電力が大きくなる。それによって降雨減衰を補償する。

また複数の地球局を利用するサイトダイバーシチ技術は
降雨時での高稼働率化の観点で有効である。しかしX帯か
らKa帯やQ帯へ移行する場合は高周波化に伴い衛星送信

ビームが狭域になるため，受信SNRが観測衛星と地球局
との位置関係に応じて変動するという課題がある。またQ帯
は観測衛星が二次利用者として割り当てられているため，
地上無線システムなどの一次利用者への干渉を規定値未満
にしなければならないという課題がある。

これらの課題に対しては，観測衛星システムの受信
SNR改善と地上無線システムへの与干渉を規定値未満に
抑えるように適応的に観測衛星の送信ビームを制御する
手法が有効である（3）。この方式の動作を図２を用いて述べ
る。はじめに，⒜に示すように観測衛星はサイトダイバー
シチと単局受信を動的に切り替えるように送信アンテナの
指向方向を変更する。次に⒝に示すように送信アンテナの
パターンを楕円（だえん）アンテナのように非対称にして受
信SNRが最大化するようにアンテナの回転角を変更する。
最後に⒞に示すように，地上無線システムと地球局が隣接
する場合は与干渉を低減するように地球局を選択する。な
お，地球局と地上無線システムが近接している場合は，稼
働率又はSNR低下量のどちらかを優先的に改善するよう
に重み係数を用いてビーム照射位置を制御する。これに
よって，図３に示すように地上無線システムの稼働率向上
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図１．マルチキャリア・マルチモード伝送
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図２．ビーム制御方式の動作

－4

－3

－2

－1

0

0.80

0.85

0.90

0.95

1.00

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

S
N
R
低
下
量（
dB
）

稼
働
率

重み係数

稼働率
SNR低下量

図３．地上無線システムの稼働率と観測衛星システム
	 のSNR低下量

MITSUBISHI DENKI GIHO



三菱電機技報・Vol.92・No.5・2018

特集論文

22（294）

と観測衛星システムのSNR低下抑制を両立させている。
また，地球局との通信可能時間は衛星と地球局との可視

範囲に限定されるため，観測データを通信可能時間内に伝
送できず送信待ち時間が発生する可能性がある。衛星ネッ
トワークに関する研究の多くは通信衛星を対象としている
が，通信衛星が地球全域をほぼカバーするのに対して観測
衛星のように可視時間が限定された条件は考慮されていな
い。また，観測衛星は一度に数百Gbitの観測データを生
成することから，先行研究で広く用いられる蓄積交換型の
ようにキュー内滞留遅延が増大する方式を用いずに中継す
ることが望ましい。

したがって観測衛星コンスタレーションで送信機会当た
りのデータ伝送確率を向上させる図４に示すようなマルチ
キャリア・マルチホップ伝送方式が有効である（4）。この方
式の衛星ではチャネライザと複数の送信機を持つ。送信機
は回線品質に応じて符号化変調し，チャネライザは送信機
から入力される信号をサブチャネルに分波し，スイッチで
自身の信号とほかの衛星からの信号を衛星間リンク又は直
接伝送回線へ送信するように合波する。図５にこの方式で

の送信例を示す。制御局は地球局と通信可能な衛星それぞ
れについて送信可能容量を算出する。その後，観測衛星が
保持する全てのデータを送信するための複数の地球局を選
択するとともに，それらの地球局へ伝送するための衛星間
通信の経路を決定する（ルーティング情報）。その結果，図６

に示すように１経路で地球局へデータを伝送する場合と比
較して，最大４経路を用いることで単一の送信機会で全観
測データを伝送する確率を向上させることができる。

3．通信衛星の動向と将来技術

3. 1　動　　向

通信衛星は衛星１機当たりのビットコストを低減するた
め，複数の狭域ビームで周波数を再利用することによって
中継容量を増大させるHTS（High Throughput Satellite）
が実用化されている（5）。

図７にHTSのシステム構成例を示す。各端末は衛星が
照射する複数のビームに在圏し，衛星を介してゲートウェ
イと通信する。現在実用化されているHTSは数十ビーム
でカバレッジエリアを覆い，システム全体で100Gbps級
の通信容量を実現している。周波数プランはユーザーリン
クを２周波数と２偏波の４色繰り返しで構成する。しかし，
多数のビームでカバレッジエリアを覆う場合はフィーダリ
ンクの周波数が枯渇するため，ゲートウェイを地理的に離
れた場所に複数配置してフィーダリンクの周波数を再利用
することでユーザーリンクのビーム数を増大させる。
3. 2　将　来　技　術

現在，多くのHTSは各ビームの周波数とビーム間接続
が固定なベントパイプ型の中継器であるのに対し，衛星打
ち上げ後の柔軟な周波数割当てを実現する手段としてデジ
タルチャネライザが有効である。衛星搭載デバイスの高速
化に伴いKa帯など広帯域なシステムへの適用が期待されて
おり，三菱電機はビーム当たり最大640MHzを処理する分
波／合波回路を含むデジタルチャネライザを開発している（6）。

図８にデジタルチャネライザの構成を示す。デジタル
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図４．マルチキャリア・マルチホップ伝送時の衛星構成
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チャネライザは衛星上で受信した信号を複数の周波数帯域
に分波した後に各分波信号を送信先ビームへスイッチし，
再度合波して中継するものであり，特定のビームで通信需
要が増加した場合は隣接する周辺ビームに割り当てていた
周波数を再割当てすることで，通信需要が増加したビーム
へ周波数を集中的に割り当てることが可能となる。

ここで，デジタルチャネライザを用いて特定のビームへ
周波数を集中させる場合にはユーザーリンクに割り当て
られている帯域幅の範囲内で行うことになるが，Ka帯は
ユーザーリンクとフィーダリンクに割り当てられる周波数
帯が連続していることから，図９に示すようにユーザーリ
ンクとフィーダリンクの帯域比率を変更することでユー
ザーリンク帯域幅を大幅に拡大することが可能である（7）。
この方式によって，特定のビームへトラフィックが集中し
た際に周波数を集中割当てすべきビームとの干渉が少ない
ゲートウェイを選択することで，フィーダリンクとユーザー
リンクを同一周波数で繰り返して割り当てることが可能にな
り，図10に示すように伝送容量を増大させることができる。

4．観測・通信の融合

自然災害が生活に与えるリスクを低減するためには迅速
な状況把握と対処が重要になる。状況把握の観点でリアル
タイム観測システムの構築は有用であり，前章までに示し
た低遅延伝送を実現する衛星間伝送に加えてHTSを用い

たハイブリッドネットワークが有効である。観測衛星シス
テムと衛星通信システムは，いずれも高速化・即時性・多
ユーザー収容といった共通的なニーズが存在し，これらを
実現する手段としてKa帯利用による広帯域伝送，マルチ
ビーム化による周波数利用効率の向上，デジタルプロセッ
サによるフレキシビリティの向上といったソリューション
が考えられる。よって，両システムはネットワーク構成か
らコンポーネント単体まで類似性を持つことから，今後
は統合ネットワークによる観測・通信の融合システムが構
築される可能性を秘めている。ただし，これらサービスは
単一システムでは実現できず，各々のユーザーに応じたス
ケーラブルかつフレキシブルなシステム構築が重要になる。

5．む　す　び

安心・安全を支える観測・通信衛星の動向を示すととも
に，将来技術として衛星から地球局へのデータ伝送方法及
び衛星間データ伝送方法を互いの位置関係やデータ滞留量
に応じて適応的に制御し，伝送容量を向上させる手法を述
べた。また，観測衛星と通信衛星の技術的類似性を明らか
にし，両者の融合サービスに対する期待を示した。
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マルチビーム空間多重用プリコーディング技術は，ビーム利得を損なうことなく干渉抑圧されたビームを少ない演算量で形成できる非線形ブ
ロック多重対角化法によって，密集環境に存在する端末の高スループットを維持する。基地局接続ビーム制御技術は，端末が基地局へ接続要求
する際に複数ビームを利用して接続制御用信号送受信を行うことで，端末移動によるビームエリア外れを防止する。

5G超多素子アンテナシステム向けマルチビーム空間多重・制御技術

超多素子アンテナ
マルチビーム空間多重用
プリコーディング技術

周辺ビーム

選定ビーム

基地局接続ビーム制御技術

移動通信トラフィックの急増に対応するため，第５世代
移動通信システム（5G）が注目を集めている。

5Gは，①大容量通信，②超高信頼・低遅延通信，③大規
模M2M（Machine－to－Machine）／IoT（Internet of Things）
通信，を基本ユースシナリオとしている。これらを実現
するために，5Gでは広帯域が確保しやすい高SHF（Super 
High Frequency）帯・EHF（Extremely High Frequency）
帯の使用を視野に入れており，課題となる伝搬減衰に対し
て超多素子アンテナを用いたビームフォーミングによる利
得で補償する。しかし，ビームフォーミングを適用した場
合，ビーム間の干渉及び端末移動によるビームエリア外れ
が問題となる。

三菱電機はこの問題に対し，端末が密集する環境でも，
ビーム利得を損なうことなく干渉抑圧されたビームを少な
い演算量で形成できる，非線形ブロック多重対角化法によ
るマルチビーム空間多重用プリコーディング技術，及び端
末が基地局へ接続要求している間に隣接するビームエリア
へ移動しても確実に接続を確保するために，複数ビームを
利用する基地局接続ビーム制御技術を開発した。

計算機シミュレーションで評価した結果，マルチビーム
空間多重用プリコーディング技術によって5Gの要求条件
である伝送速度20Gbpsを確保できる領域が拡大し，基地
局接続ビーム制御技術によって基地局切替え時の接続を確
保する領域が拡大することを確認した。

Hiroshi Nishimoto, Noriyuki Fukui
Multi－beam Spatial Multiplexing and Beam Control Technologies on Massive－element Antenna Systems

西本　浩＊

福井範行＊＊

超多素子アンテナシステムでの
マルチビーム空間多重・制御技術
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1．ま　え　が　き

スマートフォンを始めとする多様なアプリケーションの
普及に伴う通信トラフィック急増への対応として，第５
世代移動通信システム（5G）が注目を集めている。5Gでは，
①更なる大容量通信，②重要インフラへ適用可能な超高信
頼・低遅延通信，③大規模なM2M／IoT通信の三つを基
本ユースシナリオと定義している。また，これらの具体的
なサービス・アプリケーションとして，トラフィックが集
中する大規模イベント中の通信，マルチアングル／リアル
タイム映像伝送，4K／8Kデジタルサイネージ，自動運転，
M2M機器連携などが想定されている。

ITU－R（International Telecommunication Union 
Radio communications sector）では，5Gの要求条件と
して最大伝送速度20Gbps等の８種の指標を示している（1）。
周波数の観点で見ると5Gの運用周波数帯は，６GHz以下
の低SHF帯と６GHz以上の高SHF帯・EHF帯に大別され，
後者は広帯域を確保しやすい特長があり，大容量通信に適
している。

5Gでは，移動通信標準化団体3GPP（3rd Generation 
Partnership Project）を中心にして新しい通信技術が検討
されている。その中でも，数百以上のアンテナ素子を用い
て大容量通信を実現するMassive MIMO（Multiple Input 
Multiple Output）技術，同時多数接続を実現する無線ア
クセス技術が盛んに検討されている。日本を含め主要な先
進国では，これらの技術をいち早く実用化して2020年の
サービスインを実現するため精力的に研究開発に取り組ん
でいる。

本稿では，5G無線アクセス技術として当社が開発した
マルチビーム空間多重・制御技術について述べる。

2．ハイブリッド型Massive MIMO構成

5Gでは以前よりも高い周波数が使用される見込みであ
るが電波の伝搬減衰が大きくなるという課題がある。この
課題に対しては，端末の方向に電波を集中させて放射する
ビームフォーミングによって電波の伝搬減衰を補償できる。
さらに端末方向以外への不要な電波放射を抑制でき，異な
る角度に存在する他の端末に向けて別のビームを同時形成
するマルチビーム空間多重が可能となる。

高SHF帯・EHF帯でマルチビーム空間多重を実現する
基地局アンテナシステム構成として，アナログビームフォー
ミングとデジタルMIMO信号処理を組み合わせたハイブ
リッド型Massive MIMO構成が注目されている（2）。図１

にハイブリッド型Massive MIMO構成を示す。Massive 
MIMOは，数百以上のアンテナ素子を制御することに
よって，電子的にビームを各端末方向に形成し，同時に多
数の端末との通信を実現する技術である。ハイブリッド

型Massive MIMO構成では，一つのサブアレーが１本の
ビームを形成し，N個のサブアレーを用意することによっ
て同時にN本の独立なビームを形成する。サブアレーとし
ては人工衛星などで実績があるフェーズドアレーアンテナ
が有効である。サブアレーはアナログ処理によって容易に
ビームフォーミングが可能であるが，他端末に対してアナ
ログ特有のサイドローブ干渉が生じる。この干渉を抑圧
するため，デジタルプリコーディングを導入して干渉方向
へヌルを形成する。これによってN本の独立なビームを空
間多重することができる。この構成でのデジタルプリコー
ディングは，各アンテナ素子ではなくビーム空間多重する
ストリームに対して適用されるため，多数のアンテナ素子
が想定される高SHF帯・EHF帯のシステムに適している。

3．マルチビーム空間多重用プリコーディング技術

２章で述べたデジタルプリコーディングの一手法として，
線形型のブロック対角化法（Block Diagonalization：BD）
がある。この手法は端末同士の位置が離れている場合に高
いスループットを実現できる。しかし大規模イベントや繁
華街などの端末が密集する環境ではビーム同士が重なり干
渉が発生する。BDでは干渉となる信号電力を下げること
によって干渉を低減可能だが，電力が下がるとスループッ
トが低下するという問題がある。BDに代わり，非線形演
算によって干渉を事前減算して送信する非線形プリコー
ディングを適用することで，ビーム間干渉を効率的に除去
でき，端末が密集する環境でも高いスループットを維持可
能である。しかし従来の非線形プリコーディングは端末数
の二乗に比例して演算規模が大きくなるという課題があった。

そこで，当社は，鋭いビーム形成が可能なMassive MIMO
の利点を活用した非線形ブロック多重対角化法（Non－
Linear Block Multi－Diagonalization：NL－BMD）を 開
発した（3）。図２にNL－BMDのイメージを示す。この手法
ではブロック多重対角化（BMD）演算と非線形演算という
二つの信号処理を組み合わせている。BMD演算では隣接
端末に干渉を与えることを許容して所望端末に対して強い
ビームを形成する。しかし，そのままでは隣接端末が干渉

サブアレー1

D/A LPF

D/A LPF

サブアレーN

ストリーム1

ストリームN

ビーム1

ビーム2

ビームN

D/A：Digital－to－Analog converter
LPF：Low－Pass Filter

デジタルMIMO信号処理 アナログビームフォーミング

デジタルプリ
コーディング

…

図１．ハイブリッド型Massive MIMO構成
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を受けてしまう。そこで，非線形演算で余分なビームをあ
らかじめ除去する。非線形演算は音響分野のノイズキャン
セリング技術と同様の原理であり，干渉信号を基地局側で
事前に減算しておく手法である。BMD演算と組み合わせ
ることで，非線形演算の適用範囲を隣接端末だけに限定で
き，従来の非線形プリコーディングに比べ演算規模を1/4
に削減できる。これによって，開発したNL－BMDでは，
端末が近接してビームが重なるケースでも演算量を抑えつ
つ高スループットを確保できる。

シミュレーションによって開発手法の効果を評価し
た。表１のパラメータに従い，端末８台をマルチビー
ム空間多重した場合の信号対干渉雑音電力比（Signal to 
Interference and Noise power Ratio：SINR）の ヒ ー ト
マップ例を図３に示す。図中，（x，y）＝（０m，０m）に
基地局アンテナが高さ10mで設置されており，端末８台
が1.5m間隔で格子状に稠密（ちゅうみつ）配置されている。
従来のBDは近接した端末間の干渉を抑圧するためビーム
利得が大きく低下し，所望端末位置のSINRが著しく劣化
する。一方，開発したNL－BMDは強いビームを維持する
ため，所望端末位置でSINRを確保しながらほかの端末に
干渉を与えていないことが分かる。

図４に16ビーム空間多重時のシステムスループットの
累積分布特性を示す。各端末に対し互いに直交する２偏波
のビームによって２ストリームを伝送した。端末配置条件
として，端末８台が分散配置された場合と，直径５mのス
ポット内に稠密配置された場合の特性を示している。分散
配置の場合は，アナログビームフォーミングによって端末
間の干渉を低減できるため，BD，NL－BMDともに平均
30Gbps前後の高いスループットが得られておりプリコー
ディング手法による顕著な差が見られない。一方，端末同
士が近接する稠密配置の場合は，ビーム同士が重なるため
従来のBD適用時にはスループットが大きく低下するのに
対し，開発したNL－BMDを適用した場合はビーム利得を
損なうことなく端末間の干渉を抑圧できることからスルー
プット20Gbpsを確保できる領域を拡大できた。

4．基地局接続ビーム制御技術

5G基地局はデータ通信時だけでなく，端末の接続要求
に伴う制御動作時でもビームを用いる（4）。また現在の移動
通信システムであるLTE（Long Term Evolution）と同様
に，端末がマスタ基地局とセカンダリ基地局の両方に接続
するDual Connectivity構成が一般的な使用シナリオの一
つとして考えられている（5）。このような場合，端末がセカ
ンダリ基地局を追加接続する（初期通信路確立），又はセカ
ンダリ基地局を切り替える（基地局切替え）際に次のよう
な課題が発生する。端末は接続するセカンダリ基地局を選
定した後に，通信移行までに，このセカンダリ基地局が形
成するビームの中で最適な方向のビームを選定する必要が
ある。そのため端末の通信移行までの時間は従来システム
に比べて長くなる。このとき，１本のビーム幅が狭いため，

⒜　BD（従来手法） ⒝　NL－BMD（開発手法）
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図３．端末周辺の受信SINRヒートマップ例

ヌル

ヌル
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所望
端末
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ブロック多重対角化演算に
よる所望ビーム

非線形演算に
よるビーム除去

図２．非線形ブロック多重対角化法のイメージ

表１．シミュレーション評価のパラメータ
項目 パラメータ

周波数 28GHz
周波数帯域幅 500MHz
基地局アンテナ高 10m
基地局サブアレー数 16
サブアレー当たり素子数 64
基地局ビーム半値角 ±6°
サイト半径 20m
端末数 8

システムスループット（Gbps）

累
積
分
布（
%
）
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10
20
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70
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稠密配置
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BD（従来手法）
NL－BMD（開発手法）

図４．システムスループットの累積分布特性
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端末の移動によって事前に選定したビームが通信移行時に
は最適でなくなり接続に失敗する可能性が高まる。

この問題に対し当社は，基地局が，端末によって事前に
選定されたビームに加え，それに隣接する周辺ビームも同
時に用いて同期信号とランダムアクセス信号の送受信を行
うビーム制御技術を開発した（6）。この技術による動作は次
のとおりである。セカンダリ基地局と初期通信路確立や基
地局切替えを行う端末は，事前の周辺基地局サーチで接続
候補のセカンダリ基地局を選定するとともにビームも同時
に選定し，これらの情報をマスタ基地局へ通知する（接続
要求）。マスタ基地局経由で接続要求の存在を通知された
セカンダリ基地局は同期信号送信を開始するが，このとき，
選定ビームと周辺ビームを同時使用する。また，端末が送
信するランダムアクセス信号を受信する際にもこのセカン
ダリ基地局は選定ビームと周辺ビームを使用する。図５は，
セカンダリ基地局が接続制御の信号送受信に選定ビームと
周辺ビームを用いている様子を表している。

図６は選定ビームと周辺ビームの合計９本のビームを用
いた場合のセカンダリ基地局切替え失敗率をシミュレー
ションによって算出した結果である。比較として選定ビー
ムだけを用いる従来手法（ビーム数１）での失敗率も示し
ている。シミュレーションの条件を次に示す。エリア内
に57局（＝19サイト×３セクタ）のセカンダリ基地局を配
置し，また端末を一様ランダム配置する。基地局が照射
するビームエリア数は58とした。基地局切替えのハンド
オーバマージンは３dBで，通信中基地局の信号受信電力
よりも周辺基地局の信号受信電力が３dB以上高い状態が
160ms継続すると，端末はセカンダリ基地局切替えをマ
スタ基地局へ要求する。この要求からセカンダリ基地局が
同期信号送信を開始するまでの遅延時間は200msとした。
ほかの条件は表１と同じである。

図６に示すように端末側のビームフォーミングの有無に
よらず９本のビームを用いることで基地局切替え失敗率が
改善している。特に端末の移動速度が速い場合に効果が大
きい。このビーム制御技術によって，端末の基地局切替え
時に発生する遅延時間内に端末がビームエリアを移動する
ことに対し，接続を確保する領域を拡大できている。

5．む　す　び

第５世代移動通信システムの無線アクセス技術として開
発した，端末が密集する条件でも快適な通信を提供する
NL－BMD法によるマルチビーム空間多重用プリコーディ
ング技術と，複数ビームを利用して確実に接続を実施する
基地局接続ビーム制御技術を定量評価とともに述べた。今
後も当社では，移動通信システムへ高まる様々な要求に対
応した技術を開発していく。

この論文には総務省からの委託を受けて実施した“第５
世代移動通信システム実現に向けた研究開発”の成果の一
部が含まれている。
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従来のアレーアンテナはアンテナ指向性による信号の強弱はあっても全方位に同一信号が送信されるため，通信方向外のサイドローブ方向で
も解読される可能性があった。秘匿通信アレーアンテナはアレーアンテナの移相器や可変減衰器を使って搬送波を変調し，所望信号ビームと干
渉信号ビームを同時形成することによって，通信方向外では信号点配置を不規則化して復調を不可能にし，限られた方向だけで通信を可能にす
る。

秘匿通信アレーアンテナ

～

搬送波
信号

所望信号・干渉信号
ビーム励振分布算出部
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秘匿通信アレーアンテナ

無線通信はオープンな空間で電波を用いて情報を送受信
するため，電波傍受によって解読される可能性がある。通
信用アンテナとして複数の素子アンテナを配列したアレー
アンテナを用いると，アンテナの指向性で送信方向によっ
て信号の強弱を作り出すことができるが，全方位に同一信
号が送信されるため，通信方向外でも傍受されて解読でき
てしまう。この対策の一つとして電波や信号処理を活用し
てセキュリティを高める技術が近年注目されている。

アレーアンテナに備わる移相器や可変減衰器等を使って

搬送波を変調することで，通信方向外の信号を不規則化し
て復調を不可能にし，限られた方向で復調を可能にするの
が秘匿通信アレーアンテナである。このアンテナでは，所
望信号ビームと干渉信号ビームを同時形成してビームを時
間変化させる方式を用いて秘匿通信を実現している。この
方式を用いた秘匿通信アレーアンテナの通信性能を評価し
た結果，復調が可能となる角度幅を従来のアレーアンテナ
と比較して約1/5に狭くできることを確認した。

Tasuku Kuriyama, Jun Goto, Kazunari Kihira
Transmission Array Antenna for Secure Communication

栗山　侑＊

後藤　準＊

紀平一成＊＊秘匿通信アレーアンテナ
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1．ま　え　が　き

無線通信はオープンな空間で電波を用いて情報を送受信
するため，意図しない人に通信電波を傍受されて通信内容
を盗聴・解読される危険性がある。通信用アンテナにア
レーアンテナを用いると，形成されるビームパターンで送
信方向によって信号電力の強弱を形成できる。しかし全方
位に同一信号が送信されるため，通信方向外のサイドロー
ブ方向などでも解読される可能性があった。この対策として，
数学的な計算量の多さを根拠とする計算量的安全性に基づ
く共通鍵暗号方式などの暗号技術が広く使用されている。

これとは別の取組みとして情報量的な複雑さを根拠とす
る情報理論的安全性に基づく物理層セキュリティ技術が提
案されている（1）。物理層セキュリティ技術は電波や信号処
理を活用してセキュリティを高める技術で，例えば，電波
伝搬路特性を活用して正規者間でだけ秘密鍵を共有する方
法，所望信号に正規者間で既知の人工雑音を付与して所望
信号を気づかれないようにする方法などがある（2）。

本稿では物理層セキュリティ技術の一つである，指向性
変調技術を用いるアレーアンテナ（以下“秘匿通信アレーア
ンテナ”という。）について述べる。また，秘匿通信アレー
アンテナを実現するアレーアンテナの励振分布算出法の原
理と通信性能評価結果についても述べる。

2．秘匿通信アレーアンテナ

2. 1　指向性変調技術

指向性変調はアレーアンテナに備わる移相器や可変減衰
器を用いて搬送波信号に変調を施して変調信号を生成し，
各素子アンテナから送信する方法である（3）。これによって
各素子アンテナから放射された変調信号は通信方向で合成
したときに初めて有意な信号となるが，通信方向外では不
規則な信号となる。このように指向性変調技術は通信可能
となる角度範囲を限定する技術である。

指向性変調を実現する移相器や可変減衰器の励振分布を
算出する方法が検討されている。従来は遺伝的アルゴリズ
ムを用いた最適化手法によって励振分布を算出しており（3），
計算量が多いという課題がある。それに対し，通信装置の
計算処理能力に依存しない簡易な励振分布算出方法の一つ
に和差パターン合成法がある（4）（5）。
2. 2　和差パターン合成法

図１は和差パターン合成法の原理を示した図である。和
差パターン合成法は，所望信号を送信するための所望信号
ビームと干渉信号を送信するための干渉信号ビームとを同
時形成する方法である。

所望信号ビームはビームパターンのピークが通信方向と
なるようなビーム形状に成形する。このようなビームパ
ターンは和パターンと呼ばれる。一方，干渉信号ビームは

通信方向にビームパターンの零点を向けるとともに，そ
れ以外の方向では所望信号ビームの利得よりも干渉信号
ビームのそれが高くなるようなビーム形状に成形する。通
信方向が零点となるビームパターンは差パターンと呼ばれ
る。これらの和差パターンを同時に形成することによって，
送信方向によって所望信号と干渉信号の電力比を変え，通
信可能な角度幅を通信方向近傍に限定できる。具体的には，
通信方向近傍では干渉信号ビームよりも所望信号ビームの
利得が高く，所望信号が干渉信号よりも強い信号電力で送
信されるため通信可能である。一方，所望信号ビームのサ
イドローブ方向では所望信号ビームよりも干渉信号ビーム
の利得が高く，干渉信号が所望信号よりも強い信号電力で
送信されるため通信不能となる。

図２は和差パターン合成法を用いる秘匿通信アレーアン
テナのブロック構成図である。図１に示す所望信号ビーム
と干渉信号ビームとを形成するそれぞれの励振分布に，所
望信号と干渉信号をそれぞれ乗積し，それらを合成して励
振分布を算出する。この励振分布に基づき，移相器及び可
変減衰器によって各素子アンテナから送信される搬送波の
振幅位相を制御する。なお算出された励振分布によって形
成されるビームパターンは，図１の各ビームに所望信号又
は干渉信号を乗積し，位相値を考慮して合成したパターン
となる。

従来のアレーアンテナはビームピーク方向を変える際に
励振分布を切り換えるが，秘匿通信アレーアンテナでは所
望信号が切り換わるたびに励振分布を切り換えるため，移
相器や可変減衰器を高速に制御する必要がある。一方で通
信方向での受信信号は従来のアレーアンテナと同様である
ため，受信機は従来と同一でよい。したがって，秘匿通信
アレーアンテナは送信機の変更だけで通信可能な角度範囲
を限定できる。
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図１．和差パターン合成法の原理
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3．特　性　評　価

表１にシミュレーション諸元を示す。４素子アレーアン
テナを用いて，QPSK（Quadrature Phase Shift Keying）
で通信する場合の通信性能を評価する。
3. 1　ビームパターン

図３及び図４は各QPSKシンボルを送信するビームパ
ターンの振幅特性及び位相特性である。ビームパターンは
図１に示す各ビームに所望信号又は干渉信号を乗積し位
相値を考慮して合成したものである。図３及び図４中の凡
例はQPSKの各シンボルの位相値を表している。これらの
図に示す４種類のビームパターンを所望信号に合わせて
切り換える。ここで，方位角０°の通信方向での振幅位相
に着目すると，振幅は図３から各シンボルで等振幅，位
相値は図４から45°，135°，－135°，－45°になっており，
QPSKの信号点配置と一致することが分かる。図５は通信
方向（０°方向）と通信方向外（30°方向）で受信される信号
点配置を示した図である。この図は図３と図４での各方位
角の振幅位相値を複素平面上で描画したものである。こ
の図のとおり，通信方向ではQPSKの信号点配置となるが，
通信方向外の30°方向ではシンボル点が一点に集約し不規
則化されている。このように指向性変調技術によって信号
点配置に角度依存性を持たせることが可能になる。
3. 2　ビット誤り率の角度特性

次に信号点配置の角度依存性による通信性能への影響を

表１．シミュレーション諸元
項目 内容

アンテナ構成 ４素子，半波長間隔リニアアレーアンテナ
素子アンテナ 無指向性
通信方向 アンテナ正面（０°方向）
通信方向SNR 20dB
通信方式 QPSK
干渉信号 位相： ０°
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図３．ビームパターンの振幅特性
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図４．ビームパターンの位相特性
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確認するために，熱雑音環境下のビット誤り率（BER）特
性を評価する。図６は通信方向（０°方向）の信号対雑音電
力比（SNR）を20dBとし，受信地点を送信局から距離一定
の半円状の地点に変化させた場合のBER特性である。比
較対象として，通信方向（０°方向）にビーム走査した従来
のアレーアンテナの角度特性も示す。

従来のアレーアンテナの場合，ビームパターン振幅の
変化に従って受信地点でのSNRが変わるため，BERは通
信方向から外れるにつれて徐々に劣化しサイドローブの
ピーク方向で極大になる。このようにサイドローブ方向で
BERが改善し，通信方向外の方位角でも通信内容を復調
されてしまう。一方，秘匿通信アレーアンテナでは，従来
のアレーアンテナのサイドローブ方向ではBERは劣化し
たままで，BERが良好となる角度範囲を通信方向近傍に
限定できることが分かる。ここでBER＝10－3以下となる
角度幅を復調可能範囲と定義すると，復調可能範囲は従来
のアレーアンテナでは84°，秘匿通信アレーアンテナでは
15°となる。このように秘匿通信アレーアンテナを用いる
ことで復調可能範囲を従来比約1/5に限定でき，限られた
方向だけで通信を可能にすることを確認した。

4．む　す　び

アレーアンテナを用いて復調可能範囲を限
定する方式として和差パターン合成法を用い
た秘匿通信アレーアンテナを示し，通信性能
を評価した。その結果，このアンテナによっ
て従来のアレーアンテナと比較して復調可能
範囲を狭くでき，限られた方向だけで通信を
可能にすることを示した。今後は暗号技術と
この技術の融合などについても検討し，無線
通信システムの更なる安全性向上を目指して
取り組んでいく。
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物理的な側面からは伝送距離に応じて信号劣化の補償回路の一部を停止することで，システムサービス的な側面では要求トラフィック状態に
応じて必要なデータ分以外の回路を停止することでそれぞれ電力削減を行う。加えて，変調方式の設定を通じて通信要求の低減を伝送条件の軽
減へと転換することで，双方の処理を連携させて80％の電力削減を実現する。すなわち同一消費電力では５倍の通信が可能になる。

多角的なアプローチによるコア・メトロ光通信システムの低消費電力化

札幌

那覇

東京博多
大阪

時刻

コア・メトロ網

伝送距離に応じた補償回路停止 要求通信量の伝送条件への転換 トラフィック状態に基づく回路停止

スマートフォン

IoTデバイス

物理的側面 システムサービス的側面双方の処理の連携

JPN（Japan Photonic
Network）12モデル（注1）   国内のトラフィック変動（注2）

同一電力

従来の通信環境 コア・メトロ網の低電力化で
より多くの通信が可能に

大容量・
低雑音耐性

小容量・
高雑音耐性

（注１）　http://www.ieice.org/～pn/jpn/jpnm.html
（注２）　総務省：我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果（2017）

インターネットが広く認知されて以来，コンピュータ，
移動端末，IoT（Internet of Things）デバイスと，通信端
末の多様化と相まって様々な情報通信サービスが展開され
ている。サービス拡充の基盤となる通信インフラに求めら
れる通信容量は指数関数的に増加する一方，これに伴う消
費電力の増加が通信容量向上に対する課題となっている。

都市間を接続するコア・メトロ領域の光通信システムで
も，これまで通信容量を拡大するたびに，利用する半導体
デバイスのプロセスを刷新することで消費電力の抑制を
行ってきた。しかしながら，近年ではデジタルコヒーレン
ト技術に代表されるように，通信容量及び伝送距離の向上
に係る実現技術が光学構成から電子回路上の信号処理へと

移行しており，消費電力の増加を半導体プロセスの刷新だ
けで抑止することが困難となりつつある。

三菱電機はデバイス特性だけでなく，伝送に係る信号処
理からネットワーク運用にいたるまで光通信システムの多
角的な側面を利用した低消費電力化に取り組んでいる。本
稿では，誤り訂正処理の低電力化と通信容量に合わせた回
路休止に加え，これらを連動させて更なる低電力化を実現
する光通信システムの運用方式を提案する。

提案方式は現状の光通信システムの敷設・運用スキーム
を拡張する形で実現可能である。誤り訂正に注目した検討
では通信網全体で消費電力の80％以上が削減されるとの
結果が得られた。

Soichiro Kametani, Kazuo Kubo, Kenji Ishii
Energy Saving of Optical Networks Beyond 100Gbps

亀谷聡一朗＊

久保和夫＊＊

石井健二＊＊

100Gbps超級通信に向けた
低消費電力光通信網
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1．ま　え　が　き

広域通信インフラは地域内のトラフィックを集約するア
クセス網と，集約されたトラフィックを各地域間で転送す
るコア・メトロ網とで構成される。コア・メトロ網の伝送
システムでは再送要求がトラフィックや遅延時間の大幅
な増大を招くため，信号損失のない信号転送が必要となる。
したがって通信量がピークとなる時間帯での信号転送に堪
えるだけの数の送受信器が必要とされる。また一対の送受
信器が伝送可能な距離以上の接続を確立する際には，中
継となる送受信器設置が必要になる。これら送受信器設置
コストに加え，メンテナンスコストがシステム導入の阻害
要因であり，必要設置数を低減するための大容量・長距離
化が送受信器開発の焦点となってきた。近年では受信波形
処理を光学構成に代えて電子回路上で実装するデジタルコ
ヒーレント技術によって100Gbps・ 3,000kmの大容量・
長 距離 伝送をDP－QPSK（Dual Polarization Quadrature 
Phase Shift Keying）変調で実現している（1）。

一方で，大容量・長距離化に伴い，伝送路劣化は加速度
的に大きくなり，劣化補償の波形処理を行う電子回路の規
模も肥大化する。したがって，通信イン
フラの拡大に伴って今後も消費電力増加
が見込まれるが，半導体プロセスの進展
だけでこれを相殺することは困難であり，
更に進んだ低消費電力化が求められる。

本稿では低消費電力化を実現する手段
として，信号伝送品質に基づいて電力を削
減するスケールフリー誤り訂正（Forward 
Error Correction：FEC）技術とトラフィッ
ク条件に基づく電力削減を提供する適応リ
ンクレート技術の導入，及びその連携に
ついて述べる。

2．大容量化に向けた低消費電力化方式

2. 1　スケールフリー誤り訂正による
　　　距離依存の抑制

長距離光通信ではファイバ中の伝搬損
失を補償する光増幅器の発する雑音が主
要な信号劣化要因である。送受信器の開
発はより多くの光増幅中継を可能にする
ため行われてきたが，通信網全体を俯瞰

（ふかん）すれば最大の伝送性能を必要
とする超長距離の接続はごく一部である。
多くの通信接続では中・短距離の伝送を
提供する性能で事足りるため，同一回路
同一性能の送受信器を用いることは過剰
な劣化補償による無駄な電力消費が発生

することになる。
高～低性能の劣化補償回路を持つ様々な送受信器をライン

アップして伝送距離ごとに適切な送受信器を設置すれば電力
削減を行うことは可能だが，システム管理や在庫管理に加え
て生産ライン確保の観点から闇雲なラインアップ増加は回避
すべきである。また，特定のファイバ区間での障害発生時に
迂回（うかい）経路が限定されるため，ハードウェア上で伝送
距離の制約を設けることは信頼性の観点から好ましくない。

これに対し当社は光通信用の誤り訂正が繰り返し復号に
よって性能を向上させている点に着目し，必要な劣化補償
に応じて繰り返し数を設定可能にする構造を回路に持たせ
ることで，無駄な消費電力を削減する“スケールフリー誤
り訂正”の開発を行ってきた。図１にスケールフリー誤り
訂正の概念を示す。一般的な復号回路同様，受信した符号
語に対して順次繰り返し復号を施すことで訂正性能を向上
させるが，伝送性能に対して過剰な繰り返しとなる分の復
号回路は停止することで無駄な消費電力の発生を抑える。

誤り訂正回路のネット符号利得（Net Coding Gain：
NCG）と消費電力の実装レベルでのシミュレーション結果
を，復号繰り返し数に対する依存性として図２に示す。誤

復号回路

復号回路

復号回路

復号回路

復号回路

復号回路

セレクタ

繰り返し復号による訂正性能向上

過剰な復号回路は停止

図１．スケールフリー誤り訂正の概念図
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り訂正回路は24.5％の冗長度の低密度パリティ検査（Low 
Density Parity Check：LDPC）符号を内符号，１％の冗
長度のBCH（Bose－Chaudhuri－Hocquenghem）符号を外
符号とする連接符号で構成し（2），復号繰り返し数は現実的
な回路規模となる26を最大値としている。各復号繰り返
し数での消費電力は最大消費電力で規格化している。復号
が１度だけである場合のNCGは8.7dBであり，必要な訂
正能力がこれ以下の伝送条件であれば消費電力は最大消費
電力の11％に抑制可能である。また，消費電力は繰り返
し数に単純比例する一方，NCGは8.7dBから12.0dBまで
漸近曲線を描いて増加する。必要なNCGの小さい短距離
伝送に対しては，わずかな消費電力の増加で著しくNCG
を向上させることができる。
2. 2　コア・メトロ網運用向け適応リンクレート技術

最大伝送距離に合わせた劣化補償が無駄な消費電力を生
む一方，ネットワーク運用ではピークトラフィックに合わ
せた送受信器の敷設が無駄な消費電力を発生させる。総務
省統計によれば深夜から早朝でのトラフィック量はピーク
時間帯の約30％まで落ち込む状態となっている（3）。すなわち，
これらの時間帯では設備過剰となり，無駄
な消費電力を発生させていることになる。

このようなトラフィック変動によって
生じる無駄な電力を削減する技術として
は，通信要求が小さい時間帯に通信容量を
低減した信号伝送を行う“適応リンクレート
処理”が知られている。域内のユーザートラ
フィックを集約して伝送するコア・メトロ
網の性質上，最大容量にいたらずとも常時
通信要求は発生することから，同技術を利
用することで，必要時以外は通信を遮断す
るといった制御を行わずとも十分に電力削
減の効果が得られる。

大容量光通信では信号伝送が偏波・位相
チャネル（レーン）で並列伝送される。この
ことに着目して，一部レーンに対する通信
をほかのレーンに退避させ，通信が不要と
なったレーンに対する信号処理を停止させ
ることでトラフィック量に応じた消費電力
にすることが可能になる（4）。
2. 3　変調方式の設定を通じた相乗効果の
　　　創出

適応リンクレート処理によってオフピー
ク時間帯での消費電力の削減が可能になる
ものの，得られる電力削減は線形的なもの
にとどまってしまう。当社は更に大きな電
力削減効果を得るため，この技術を“変調型
適応リンクレート処理”として，通信要求の

低減を伝送条件の軽減へ転換してスケールフリー誤り訂正
と連携させることにした。

100Gbpsを超える大容量化での懸念は振幅変調での信
号劣化の肥大化にある。多値の振幅変調を利用した大容量
化では，下位ビットの識別に必要な受信分解能が指数関数
的に増加するため，信号劣化の影響も同様に肥大化してし
まう。そこで，適応リンクレート処理で停止するレーンを
偶発的に選択するのではなく，振幅変調の最下位ビットを
優先して停止することで（図３），誤り訂正回路に対する指
数関数的な電力削減が可能になる。

図４に25Gbaud＋25.5％ の冗長度でDP－QPSK，DP－
8QAM（Quadrature Amplitude Modulation），DP－
16QAMで変調を行った際に雑音による劣化補償に必要とな
る誤り訂正回路の消費電力を，雑音源である光増幅段数の依
存性として示す。消費電力は通信容量・復号繰り返しを最大
とした値で規格化している。各変調方式での最大消費電力は
従来型の適応リンクレート処理で得られる容量に比例した値
となる。これに加えて変調型適応リンクレート処理では，光
増幅段数に応じて必要な復号繰り返し数，ひいては消費電力

25Gbps

200Gbps→100Gbps

（X，Q）MSB

（X，I）LSB

（X，Q）LSB

（X，I）MSB優先して
停止

LSB（Least Significant Bit）：最下位ビット
MSB（Most Significant Bit） ：最上位ビット

図３．変調型適応リンクレート処理
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が軽減されることになる。同一の光増幅段数で比較した場合，
変調多値度が少なければ復号繰り返し数はより軽減される
ため，従来型の適応リンクレート処理よりも更に大きな電
力削減効果が得られる。例えばスパン数３の場合，最大伝
送容量（DP－16QAM伝送）に対して実際の伝送容量が1/2
である時間帯ではDP－QPSK伝送によってDP－16QAM
伝送時の８％の電力で信号伝送を行うことが可能である。

3．通信網の構成と提案方式の効果

3. 1　低消費電力通信網の構成

当然ながら，変調多値度が高いほど最大の復号繰り返し
数でも到達可能な伝送距離は短くなる。したがって，通信
網を構成するうえでは，図５のように低い多値度しか許容
されない長距離伝送では距離に応じて電力削減を行い，高
い多値度で伝送可能な中・短距離伝送では変調型適応リン
クレート処理によって電力削減を行うことになる。

これら通信網上の伝送構成が与える影響を国内のコア・
メトロ網を模擬したJPN（Japan Photonic Network）モデ
ルを用いて評価した（5）。コア網としてJPN12モデル，メト
ロ網としてJPN25モデルから関東・関西圏を切り取ったト
ポロジを用いて距離に対する依存性として評価を行った。
3. 2　スケールフリー誤り訂正の効果

メンテナンスコストを抑制するというコア・メトロ通信

システムの至上命題に従い，網上の送受信器数が最小とな
る設置構成でスケールフリー誤り訂正による電力削減の効
果を検証した。各ノード間には重力モデル分布に従い平均
500Gbpsのトラフィックが発生していると仮定して必要な
送受信器を設置する。この際，各送受信器は最大容量が得ら
れるよう光増幅数が最小となる経路に対して最大復号繰り返
しを行う状態で変調方式を設定して配置数を決定した。

スケールフリー誤り訂正適用前後で通信網全体の消費電
力を比較すると，コア網ではスケールフリー誤り訂正に
よって72％という電力削減が実現する。その一方でメト
ロ網での削減できる電力は65％にとどまる。全国網であ
るコア網では高い変調多値度での伝送が可能な中・短距離
接続が40％程度なのに対し，地域網であるメトロ網では
70％以上の送受信器が高い変調多値度で設置される。メ
トロ網では大容量化によって送受信器数低減には成功し
ている（変調方式をDP－QPSKに限定した場合と比較して
30％の送受信器削減）が，平均的な復号繰り返し数は高止
まることになった結果，電力削減の効果は抑制されている。
3. 3　変調型適応リンクレート処理の効果

次に，配置した送受信器はそのままにトラフィック量が
変化した場合での消費電力の変化を求めた。全ての接続で
のトラフィック量を同一の比率（0.9倍から0.1倍まで）で変
化させ，それに応じて各送受信器を必要な通信容量を確保
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変調方式に応じて
復号回路を停止
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ピーク時間帯は全電力で大容量化

DSP
復号
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長距離伝送では距離に応じて低電力化
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図５．通信網の構成
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できる最低限の変調多値度，すなわち最低限の電力で駆動
するように再設定した。図６にトラフィック量の変化に応じ
た消費電力の変化を示す。トラフィック量が下がるにつれて
利用レーン数・変調多値度が減少し，消費電力も低減して
いく。最終的にはDP－16QAMで信号伝送を行っていた全て
の送受信器が低消費電力のDP－QPSK変調で必要な通信容
量を賄うことが可能となる0.5倍のトラフィック量まで消費電
力は低減される。特に高い多値度の変調方式が多くを占める
メトロ網では変調型適応リンクレート処理の影響を受けや
すく，最大で80％近い電力を削減することが可能になる。

得られたトラフィック量依存性を，実際の国内トラ
フィック（１週間）に適用すると適応リンクレート処理に
よって削減される電力はコア網では平均37％であるのに
対し，メトロ網では平均57％の電力を削減できる。
3. 4　電力削減効果のまとめと通信網構成への依存性

スケールフリー誤り訂正と変調型適応リンクレート処理
による電力削減効果を図７に示す。コア網では82％，メ

トロ網では84％と，高い電力削減を実現している。これ
らの領域では中・短距離伝送の発生比率に応じてスケール
フリー誤り訂正と変調型適応リンクレート処理のどちらかの
要素が強く効果を発揮するものの，結果的には両者の効果
が相殺する形で一定の電力削減が可能である。一方でデー
タセンタ間通信といった短距離伝送の比率が非常に高いと想
定される通信網に適用する場合には双方の恩恵が得られる
ため，更に大きな電力削減効果が得られると期待される。

今回の検討では変調方式を３種類としたが，多様な変調
方式を取り入れ，変化可能な容量・消費電力の幅や粒度を
高めることで更なる電力削減を行うことも可能である。

4．む　す　び

通信インフラの持続的な発展に資するため，コア・メト
ロ網の低消費電力化をスケールフリー誤り訂正・適応リン
クレートによる電力削減の観点から検討した。単純にこれら
の手法を併用するのではなく変調方式を通じた連動によって
コア網で82％，メトロ網で84％の電力削減が可能になる。

動的な制御としては変調方式とそれに係る電気信号処理
だけであり現状の光通信システムの管理スキームを拡張す
る形で十分に導入可能であると考えられ，100Gbps超時
代の大容量通信システムの発展に資することが期待される。

この開発の一部は総務省委託研究“巨大データ流通を支
える次世代光ネットワーク技術の研究開発”の成果である。
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開発した四次元2A8PSK方式は，偏波多重8QAMと同等の高い周波数利用効率を実現しつつ，光パワーを一定化することでファイバ非線
形光学効果による波形歪みを低減し，通信品質を向上できる。考案した方式は送信部での簡素な符号化と，受信部での２段尤度（ゆうど）生成に
よって，効率的にデジタル信号処理回路に実装できた。

多次元光変復調技術の開発と検証

四次元2A8PSK偏波多重8QAM

時間

光パワー（⊥）
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年成長率20～30パーセントで推移する通信トラフィッ
クの増加を支えるため，通信インフラの大容量化が進めら
れている。光ファイバ通信ではデジタルコヒーレント技術
を採用し，直交偏波多重４値位相変調によって毎秒百ギガ
ビットの伝送容量を実現する光伝送装置が広く実用化され
た。

更なる大容量伝送に向けて多値直交振幅変調（QAM）の
適用が始まっている。これらの振幅多値信号では，光ファ
イバ伝搬中に生じる非線形光学効果（屈折率が伝搬する光
のパワーに依存して波形が歪（ひず）む）によって伝送距離
が大きく制限される。

これに対して，三菱電機では多次元変調の四次元2A8PSK
方式によって，直交偏波多重信号の光パワーを一定に保つ

ことで波形歪みを抑える方法を考案した。四次元信号をそ
のまま復調すると信号処理の負荷が大きくなることから，
二次元ずつで信号検出する中間処理の後，簡素な符号則を
用いて補正する２段階処理によって集積回路に効率的に実
装した。

検討した回路実装方式を用いて光ファイバ伝送実験を行
い，従来方式である偏波多重8QAMに対して，光ファイ
バ入力パワーが高い条件では，所定の通信品質を得るのに
必要な光信号対雑音比（光S/N比）を１dB以上低減できた。

今後，開発した集積回路を用いた実機評価を進めていく。
近年では機器の小型化・低電力化に対する要求が高まって
おり，効率的な回路実装を考慮した新規光変復調方式の開
発を行い，通信インフラの大容量化に貢献していく。

Tsuyoshi Yoshida, Keisuke Matsuda, Naoki Suzuki
Multi － dimensional Optical Modulation and Demodulation Technique

吉田　剛＊

松田恵介＊

鈴木巨生＊多次元光変復調技術
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1．ま　え　が　き

高精細映像や大容量データ通信の需要拡大を支えるため
通信インフラの大容量化が進められている。光通信は国家
間や都市間のような長距離通信，宅内まで光ファイバを引
き込むFTTH（Fiber To The Home），データセンタ内通
信等，いたるところで用いられている。このうち，国家間
や都市間を結ぶ長距離光ファイバ通信網では，送信器で
データを光の位相（波の角度）の違いに対応させる位相変調
を行い，受信器で受信信号光と基準光を混合干渉させるコ
ヒーレント光通信技術が採用されている。検出された光は
電気信号に変換された後，大規模な集積回路で行われるデ
ジタル信号処理によって，波形歪みや基準光の揺らぎを補
償して位相情報を取り出したり，残留する誤りを符号則に
基づき訂正したりすることで，毎秒百ギガビットの通信容
量を実現する。当社でもこの技術を採用し，光海底ケーブ
ルや国内都市間通信網向け光伝送装置を開発・実用化して
きた。

光通信網では更なる大容量化が期待されているが，通信
容量と通信距離はトレードオフの関係にある。効率的な網
構成のためには通信容量と通信距離との関係を柔軟に可変
とすることが望ましい。ただし装置の消費電力やサイズに
対する要求も厳しく，集積回路の規模増加は好ましくな
い。また大容量化を志向する際には光の位相だけでなく振
幅（波の大きさ）にもデータを割りつける必要があるが，光
ファイバ中で生じる非線形光学効果によって通信品質が劣
化し，通信距離が制限される課題がある。例えば光ファイ
バの屈折率が光信号の振幅に依存するために光の位相や偏
波状態が乱されてしまう。これは振幅変調を行った信号に
対して顕著な劣化をもたらし，集積回路の信号処理で非線
形性歪みを補償することは非常に困難である。

これらの課題を克服するため，今回多次元光変復調技術
を開発した。ごく小規模な符号処理の追加によって，光信
号の振幅や偏光状態をコントロールすることで，非線形光
学効果に起因する劣化を低減し，通信品質の向上を可能に
した。さらに複数の符号処理によって多彩な通信容量を実
現することを可能にした。

2．光変復調方式

2. 1　ファイバ非線形光学効果

光ファイバ通信技術は光パワーの有無（オン・オフ）に
よって通信を行うオン・オフキーイングの時代が長かった
が，期待される通信容量の高まりと，光・電気デバイス技
術，集積回路技術の飛躍的向上に支えられて，コヒーレン
ト検波技術の実用化を果たした。その後は無線通信技術の
後を追うように，ますます複雑な変復調方式が検討される
ようになってきている。無線通信と光ファイバ通信の最も

大きな違いは伝送媒体である。無線は自由空間を伝搬す
るため，物体等での反射によるマルチパスが課題となるが，
光ファイバでは非線形光学効果が課題となる。光ファイバ
の屈折率が内部を伝搬する光のパワー（光の振幅）によって
影響を受けることから，特に大きなパワーで光ファイバ伝
送しようとする際には非線形性の波形歪みが顕著となり，
通信品質の劣化，伝送可能距離の制限をもたらす。した
がって非線形性起因の波形歪みを回避し得る信号形態が望
まれる。

オン・オフキーイングの時代には光パルスを零回帰させ
たり，信号の偏波をランダム化したりすることで非線形性
起因の波形歪みを抑圧していた。また非線形性のうち特に
問題となる事象は，自己位相変調や相互位相変調と呼ばれ
る信号の位相が擾乱（じょうらん）を受ける効果であること
から，信号の位相を利用しないオン・オフキーイングでは
目立たなかった。コヒーレント光通信の場合には，この位
相擾乱が通信品質に対して深刻な影響をもたらす。
2. 2　コヒーレント光通信

コヒーレント光通信では，波の位相を検出可能であるこ
とから，正弦波の位相が90度ずれた二つの光それぞれ（同
位相，直交位相）に情報を載せて合わせることで伝送容量
を２倍とする。また光ファイバの断面は円状になっており，
長距離通信に用いられる単一モードファイバでは，その垂
直軸と水平軸とに光信号を多重することで伝送容量をさら
に２倍にすることができる。まず実用化されたのは，この
それぞれの要素，すなわち，水平偏波の同位相成分，水平
偏波の直交位相成分，垂直偏波の同位相成分，垂直偏波の
直交位相成分それぞれを２値で変調する偏波多重直交位相
変調（QPSK）であり，一つのタイムスロットで４ビットを
伝送できる。一方で通信トラフィックの増加に応えるため，
更に効率の良い変調方式の採用が望まれており，図１左側
に示す，１タイムスロットで６ビットを伝送できる偏波多

四次元2A8PSK偏波多重8QAM

時間

光パワー（⊥）

光パワー（//）

時間

光パワー（⊥）

光パワー（//）

光ファイバ伝送
・ 垂直偏波（⊥）と水平偏波（//）に信号を多重
・ ファイバの屈折率は光パワーに応じて変化

時間 時間

時間変化
光パワー

（⊥+//）
光パワー

（⊥+//）
一定

図１．偏波多重8QAMと四次元2A8PSKの比較
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重８値直交振幅変調（8QAM）や８ビットを伝送できる偏
波多重16QAMについても検討が進められている。

コヒーレント検波では信号の位相を利用することから，
ファイバ非線形光学効果起因の位相擾乱に対して脆弱（ぜ
いじゃく）である課題がある。これに対してコヒーレント
光通信向けに非線形性の小さい光ファイバが開発されてい
るが，既に敷設済みの光ファイバ網を交換することは非常
にハードルが高いため，端局側で信号の形態をふさわしい
形に整えることができれば差別化を図ることができる。
2. 3　多次元光変復調方式の基礎検討

直交する２偏波と直交する２位相とを組み合わせると４
要素のベクトルで一つの記号を構成でき，これを四次元変
調という。さらに複数のタイムスロットを組み合わせて一
つの記号を構成すると，（４×タイムスロット数）次元の変
調を行える。これは無線通信分野で空間時間ブロック符号
化と呼ばれる概念と等価である。当社は光通信分野で最大
24次元の多次元変調について検討を行った（1）。ただし次元
数を増やすことで加法性白色ガウス雑音環境での性能を向
上させようとしても，復調処理が複雑化するデメリットの
方が大きくなる。したがって適度な次元数で異なる方向性
での改善，すなわち，ファイバ非線形性への耐力向上を図
ることが課題となる。

ファイバ非線形光学効果を抑圧するためには光パワーが
変わらないことが望ましい。これによって自己位相変調，
相互位相変調は固定的な値で位相にオフセットが加わるだ
けであり，波形歪みを抑えることができる。当社が検討
した方式を図１右側に示す。２値振幅変調と８値位相変調
を組み合わせた2A8PSKについて，一方の偏波と他方の
偏波で振幅値を相補的にとることを特徴とする（2）。これに
よっていかなる入力ビット列に対しても四次元記号の光パ
ワーを一定とすることができる。

3．集積回路への機能実装

コヒーレント光通信では波形歪みや基準光の位相揺らぎ
をデジタル信号処理によって補償する。そこで処理される
信号のスループットは毎秒百ギガビット以上にいたること
から，何か処理を追加する場合には同じ大規模集積回路へ
の機能実装が事実上必須である。多次元光変復調に必要な
付加機能は，入力ビットに応じて任意のパリティビットを
付加する機能，複数のビットで構成されるワードを物理的
な記号に変換する記号生成機能，誤り訂正用に多次元変調
信号の尤度を生成する尤度生成機能である。当社は考案し
た方法が効率的に回路に実装できるよう簡素化を図り，メ
モリ量は集積回路全体のメモリ量の10パーセント以下（た
だしほかの変調方式で必要となるメモリの流用であり多
次元光変復調のために追加したわけではない），CMOS

（Complementary Metal－Oxide Semiconductor）ゲート

数を信号処理回路全体の数パーセントに抑え込むことに成
功した。

図２に機能実装した回路構成を示す。四次元2A8PSK
としては，記号当たり５ビット，６ビット，７ビットと通
信容量の柔軟な変更を可能にした。それぞれ情報ビット
５，６，７ビットに対してパリティを３，２，１ビット付加し，
合計８ビットに変換する（2）。そのうち４ビットに基づき垂
直偏波の光信号を変調し，残りの４ビットに基づき水平偏
波の光信号を変調する。垂直偏波の振幅はb6で，水平偏波
の振幅はb7で表され，これらはそれぞれ相補的な値をとる。
ゆえに垂直・水平偏波を合わせた光パワーは常に一定とな
る。これらは少数の排他的論理和演算（⊕）によって実現で
きる，ごく簡易な線形符号である。

生成した四次元信号を受信部で検出する際には通常四次
元座標に基づく復号が必要である。しかし例えば一次元当
たりの量子化を６ビット階調で行うとすると，四次元で
は24ビット（16,777,214通り）もの組合せが存在することに
なり，復号に要する回路規模又はメモリサイズが極めて大
きくなる。そこで垂直偏波と水平偏波とに分けて中間的な
尤度生成を行って４ビットずつを軟値復号し，パリティ生
成規則に従って８ビット間で尤度交換することで，５～７
ビットの情報ビットの尤度を補正する方法を採用した。こ
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図２．集積回路へ機能実装した回路構成
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れによって偏波ごとの尤度生成は12ビット（4,096通り）の
組合せを考慮すればよく，ルックアップテーブルを用い
て4,096通りの入力ケースに対応することにした（3）。ビッ
トレート，並列展開数，信号点配置の対称性を考慮すると，
メモリ容量は５メガビットで十分となった。その他の周辺
回路は全て合わせて10メガゲート以下である。ここには
５～７ビット/記号向け四次元2A8PSKだけでなく，２～
３ビット/記号向けの多次元変調信号（4）を生成・検出する
回路も含まれる。

4．光ファイバ伝送実験

考案した方式を評価するため光ファイバ長距離伝送実験
を行った（3）。図３にその内容を示す。毎秒32ギガ記号の
四次元2A8PSK信号を送信器内部の電気的デジタル信号
処理で生成し，光信号に変換（変調）して70波を多重した。
光ファイバ伝送路は，一区間約70kmの光ファイバと光増
幅器で構成して合計の伝送距離を約1,200kmとした。受
信器では70波の多重信号から中央の１波（1,548.5nm）を抜
き出し，信号光と基準光とを混合干渉させた光を検出する
コヒーレント検波を行った。その後，電気的デジタル信
号処理によって光ファイバの群遅延分散特性等による波形
歪みや基準光の位相揺らぎを補償し，３章で示した尤度生
成方式によってビット尤度に変換して得られる情報量から，
誤り訂正可否を判定した。光ファイバ入力パワーを変える
ことでファイバ非線形光学効果の大きさを変えながら誤り
訂正可能な光信号対雑音比（光S/N比）を求めた。なお四次

元2A8PSK信号は６ビット/記号を伝送可能な動作モード
とした。比較のため従来方式である偏波多重8QAMにつ
いても評価した。その結果どちらの光ファイバ入力パワー
でも四次元2A8PSK信号は偏波多重8QAMに比べて，よ
り低い光S/N比で伝送可能になった。特に光ファイバ入力
パワーが大きい条件では１dBを上回る改善量を得ること
ができた。理想的な尤度生成（図３下図の点線）に対して，
ルックアップテーブルを用いた２段尤度生成（図３下図の
実線）を適用することによる劣化量は0.1dB以下である。

5．む　す　び

加法性ガウス雑音環境での性能向上とファイバ非線形
性への耐力向上を実現する多次元光変復調方式を開発し
た。５～７ビット/記号の通信容量をサポート可能であ
り，従来方式よりも高い非線形性耐力を達成できる。考案
した方法は，信号処理を簡素化して毎秒百ギガビット以上
のスループットを持つ集積回路に実装した。また，６ビッ
ト/記号の通信容量を実現する四次元2A8PSK方式と，通
常用いられる偏波多重8QAMとを1,200kmの光ファイバ
伝送路で評価したところ，１波当たりの光ファイバ入力パ
ワーが－１dBm条件で所要光S/N比を１dB以上低減でき
ることが分かった。本稿では主に５～７ビット/記号を実
現する四次元2A8PSKについて述べたが，２～３ビット/
記号の通信容量で更なる長距離伝送を可能とする多次元光
変復調方式についても回路実装を完了しており，今後実機
検証を進める予定である。近年では機器の小型化・低電力
化に対する要求が高まっており，効率的な回路実装を考慮
した新規光変復調方式の開発を行って通信インフラの大容
量化に貢献していく。
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携帯電話基地局などの無線装置向けにGaNスイッチング増幅器を備えた２周波同時送信に対応するデジタルアウトフェージング送信機を試作
した。この送信機は，信号処理部とアウトフェージング増幅部及びフィルタを用いて構成し，アウトフェージング増幅部にGaNトランジスタを
用いたスイッチング増幅器を適用することによって，高周波帯でも高効率・高出力動作を実現した。

GaNスイッチング増幅器を備えた２周波数対応デジタルアウトフェージング送信機
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携帯電話基地局などの無線装置向けの送信機では，半導
体プロセスの微細化に伴いデジタルベースバンド部の小
型・高速動作化が進む反面，送信増幅器を含むアナログ高
周波部の顕著な高効率化が困難な状況にある。そのため，
高周波信号をデジタル信号処理し，高周波部の大半をデジ
タル動作させるデジタル送信機構成が次世代送信機構成と
して注目されている。

デジタル送信機構成の実現に向けた主要技術課題の一つ
は，高効率スイッチング増幅回路技術である。三菱電機
はGaN（窒化ガリウム）プロセス技術の進展を踏まえ，ス
イッチング増幅回路に高速動作と高耐圧特性を両立させる
GaNトランジスタを採用し，かつ二つのスイッチング増
幅回路をアウトフェージング動作させることによる高性能

化に着目した。
試作した244MHzと500MHzの２周波数同時送信に対

応するデジタルアウトフェージング送信機は，ブートスト
ラップ型駆動回路を適用したGaNスイッチング（D級）増幅
器を備え，さらに二つのD級増幅器を電力合成器でアウト
フェージング増幅動作させることによって高効率・高出力
動作を実現する。評価の結果，送信機として最大全体効
率50％，最大出力電力38.0dBmを達成した。この結果は，
今後ますます高性能・多機能化が要求される携帯電話基地
局向けデジタル送信機実現に向けてこの構成が有効である
こと，さらにGaNデバイスの新たな展開の可能性を示す
ものである。

Shintaro Shinjo, Rui Ma, Yuji Komatsuzaki, Shuichi Sakata, Hideyuki Nakamizo
Multiband Digital Transmitter Techniques Using High Effi  cient GaN Switching － mode Amplifi ers

新庄真太郎＊ 坂田修一＊

Rui Ma ＊＊  中溝英之＊＊＊

小松崎優治＊ 

高効率GaNスイッチング増幅器を適用した
複数周波数対応デジタル送信機技術
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1．ま　え　が　き

携帯電話基地局などの無線装置向けの送信機では，半導
体プロセスの微細化に伴いデジタルベースバンド部の小
型・高速動作化が進む反面，送信増幅器を含むアナログ高
周波部の顕著な高効率化が困難な状況にある。そのため，
高周波信号をデジタル信号処理し，高周波部の大半をデジ
タル動作させるデジタル送信機構成が次世代送信機構成と
して注目されている。デジタル送信機構成の主な特長は，
①プログラマブルかつ適応的動作が可能なため複数規格へ
の対応が容易，②高集積化・外部部品削減による送信部の
小型化，③スイッチング増幅回路構成の採用による高効率
化が可能なことである。

デジタル送信機の実現に向けて解決すべき主要技術課題
の一つは，高効率スイッチング増幅回路技術である。ス
イッチング増幅器を携帯電話基地局用送信機で用いるため
には高周波帯での高効率・高出力特性が求められることに
なる。現在ではGaNトランジスタを採用することによっ
て，ギガヘルツに近い周波数帯で高効率・高出力動作す
るスイッチング（D級）増幅器が報告されてきており（1）（2）（3），
この増幅器技術を用いることによる高性能・多機能な携帯
電話基地局向けデジタル送信機の実現が期待されている。

本稿では，スイッチング増幅器を備えた複数周波数対応
デジタルアウトフェージング送信機構成を示し，提案構
成に基づくGaN D級増幅器を備えた２周波数対応デジタ
ルアウトフェージング送信機の試作結果について述べる。
GaN D級増幅器にはブートストラップ型駆動回路を適用
することによって高効率化を実現し，さらに二つのD級増
幅器をChireix電力合成器でS級アウトフェージング増幅
動作させることによって高効率・高出力動作を可能にした。
この送信機は244MHzと500MHzの２周波同時送信条件

下で良好な高周波を示し，GaNデバイスによる新たな次
世代送信機構成展開の可能性を期待させるものである（4）。

2．複数周波数対応デジタルアウトフェージング
　　　送信機の構成

図１に提案のスイッチング増幅器を備えた複数周波数対
応デジタルアウトフェージング送信機の構成を示す。この
送信機は，デジタルベースバンド信号から複数（例えばq個）
レベルのアウトフェージング対応デジタル信号を生成する
信号処理部，D級増幅器と電力合成器からなるS級アウト
フェージング増幅部及び複数周波数対応フィルタによって
構成する。

信号処理部では，個々のデジタルベースバンド信号（Ii，
Qi）をデジタル変調部によって高周波信号へと周波数変換
した後，信号処理効率を高めるために複数周波数－複数
ビット対応帯域通過型デルタシグマ変調部が（2q＋1）レベ
ルの高線形なデジタル信号を生成する。次に複数レベルア
ウトフェージング対応デジタル信号生成部によって，（2q＋1）
レベルのデジタル信号に対応しかつアウトフェージング角
を持った二つのqレベルのデジタル信号を生成して出力す
る。表１に一例としてqが２の場合，すなわち５レベルの
デジタル信号から２レベルのアウトフェージング角を持っ
た二つのデジタル信号A，Bを生成するテーブルを示す。

信号処理部から出力された二つのデジタル信号は，S級
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図１．複数周波数対応デジタルアウトフェージング送信機の構成

表１．デジタル信号の生成テーブル例（q＝2）
デルタシグマ変調部生成

デジタル信号レベル
デジタル信号生成部出力

デジタル信号A デジタル信号B
2 1，1，1，1 1，1，1，1
1 1，1，1，－1 －1，1，1，1
0 －1，－1，1，1 1，1，－1，－1

－1 －1，－1，－1，1 1，－1，－1，－1
－2 －1，－1，－1，－1 －1，－1，－1，－1
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アウトフェージング増幅部を構成する二つのD級増幅器に
それぞれ入力されて増幅される。増幅された信号は電力合
成器によってアウトフェージング角に応じて合成された後，
複数周波数対応フィルタで高調波成分が除去されてアンテ
ナから出力される。これによって，複数周波数信号を高効
率・高出力動作のもと同時送信することが可能なデジタル
送信機が実現されることになる。

3．２周波数対応デジタルアウトフェージング
 送信機の試作結果

図１の構成に基づいて２周波数対応のデジタルアウト
フェージング送信機を試作した。二つの周波数は244MHz
と500MHzを選択し，低域信号のチャネル帯域幅とピー
ク対平均電力比は５MHzと11.0dB，高域信号のチャネル
帯域幅とピーク対平均電力比は10MHzと11.7dBとした。
3. 1　S級アウトフェージング増幅部

図２にD級増幅器とChireix電力合成器を用いて構成す
るS級アウトフェージング増幅部の回路図を示す。D級増
幅器には，高速動作と高耐圧の特性を両立させるGaNト
ランジスタを採用し，図３に示すチップに集積した。チッ
プサイズは1.6×0.9（mm2）である。D級増幅器は二つのト
ランジスタ（M1，M2）からなるスイッチング回路と，M1及
びM2のゲート側に接続する駆動回路からなる。特にM1の
ゲート端子にはしきい値電圧近傍からドレイン電圧VDDま
での大電圧振幅を高効率に供給する駆動回路が求められる

が，電圧を充放電する容量を用いたブートストラップ型駆
動回路を適用することによってM1側駆動回路のドレイン
電源VDDHをVDDより低下させて使用することが可能にな
り，その結果，D級増幅器全体の低消費電力動作を実現で
きる。

図４にD級増幅器の評価結果を示す。入力信号は周波
数465MHz，Duty50％のパルス波を用いた。評価の結果，
最大ドレイン効率77％，最大全体効率67％，最大出力電
力35.2dBmと高効率・高出力な結果を得た。
3. 2　デジタルアウトフェージング送信機

図１の構成に基づいて２周波数対応のデジタルアウト
フェージング送信機を試作した。図５にデジタルアウト
フェージング送信機を構成するS級アウトフェージング増
幅部の試作品を示す。デジタルアウトフェージング送信機
に入力される２種類のデジタルベースバンド信号は，表１

のデジタル生成テーブルに従って二つのデジタル信号（デ
ジタル信号A，B）に変換処理された後，図５に示すS級ア
ウトフェージング増幅部に出力される。S級アウトフェー
ジング増幅部で増幅・合成された信号はスペクトラムアナ
ライザで信号解析を行う。

図６にデジタルアウトフェージング送信機の評価結果
を示す。D級増幅器の電源電圧VDDは35Vとし，アウト
フェージング角は０から45度の範囲に限定した。評価の
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結果，最大ドレイン効率59％，最大全体効率50％，最大
出力電力38.0dBmと高効率・高出力な結果を達成し，さ
らに出力電力を低下させた場合にも高効率な特性を維持し
ていることを確認した。図７にデジタルアウトフェージン
グ送信機の出力スペクトラムの評価結果を示す。⒜は周波数
244MHz，チャネル帯域幅５MHz信号，⒝は周波数500MHz，
チャネル帯域幅10MHz信号条件での結果であり，それぞ
れ隣接チャネル漏洩（ろうえい）電力は－37dBc，－30dBc
と良好な歪み特性を実現していることに加え，２周波同時
送信を実現できていることが確認できた。

表２にこのデジタルアウトフェージング送信機の評価結
果の性能比較を示す。この送信機はD級増幅器が含まれて
いることを特徴とし，非線形で動作する増幅器を備えなが
ら送信機全体として－30dBc以下の歪み特性を実現できて
いることが分かる。

4．む　す　び

D級増幅器を備えた２周波数対応デジタルアウトフェー
ジング送信機の試作結果について述べた。評価の結果，良
好な高効率・高出力特性を達成し，今後ますます高性能・
多機能化が要求される携帯電話基地局向けデジタル送信機
の実現に向けてこの構成が有効な手法であることを確認す
るとともに，GaNデバイスの新たな展開の可能性を示した。
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表２．デジタルアウトフェージング送信機の性能比較
文献⑸ 文献⑹ 本稿

動作周波数（MHz）
低域 781 800 244
高域 1,250 1,500 500

チャネル帯域幅（MHz）
低域 1.5 ５ ５
高域 1.25 ５ 10

隣接チャネル漏洩電力（dBc）
低域 －42 －50 －37
高域 －48 －48 －30

D級増幅器 なし なし あり
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3Dプリンターの利点と欠点を考慮し，製造誤差の影響を低減する90度カプラと偏分波器，ほかのコンポーネントとの一体形成を可能にする
無反射終端器を開発した。90度カプラは信号を分配する回路，偏分波器は直交する二つの偏波からなる信号を分離する回路，無反射終端器は不
要な漏れ信号を吸収する回路である。一般的な機械切削と比べて同等の反射特性が得られ，2/3に軽量化できることを確認した。

衛星通信用アンテナ給電回路の構成と導波管コンポーネント

衛星

地上局
アンテナ

アンテナ給電回路

偏分波器

90度カプラ

無反射終端器（透視図）

ホーン
アンテナ

無反射
終端器

無反射
終端器

180度
カプラ

180度
カプラ

90度
カプラ

偏波分離
回路

円偏波
発生器 偏分波器

三菱電機では，衛星通信用アンテナ給電回路の一体形
成と軽量化を目的に，3Dプリンターの利用による導波管
コンポーネントの開発を進めている。3Dプリンターでは，
複雑な形状の一体形成，カスタマイズ，軽量化などが可能
になる一方，粉末を使用するため粉末の粒子サイズに依存
した面粗さや製造誤差の増大などの問題も生じる。
そこで，3Dプリンターの利点と欠点を考慮し，製造誤
差の影響を低減する90度カプラと偏分波器，ほかのコン
ポーネントとの一体形成を可能にする無反射終端器を開発
した。
90度カプラは六角形導波管を適用することによって製
造時の変形を低減し，機械切削品と比べ同等の反射特性

（23dB）と軽量化（従来比2/3）を実現した。また偏分波器
については，従来に比べて簡易な構造を考案して製造誤差
の影響を低減し，機械切削を想定した従来品と同等以上の
反射特性（22dB）を実現した。さらに吸収体が用いられる
無反射終端器については，ほかのコンポーネントとの一体
形成後でも吸収体の挿入を可能にするスリットを設けた短
絡端構造を考案した。
なおコンポーネント単体では面粗さの増大による損失の
増大は不可避である。今後さらに3Dプリンターの利点を
生かし，コンポーネント同士を機械切削ではできない最短
経路で接続するなどしてアンテナ給電回路としての低損失
化を図り，実運用化に向けた開発を進めていく。

Hidenori Yukawa, Motomi Abe, Yu Ushijima
Waveguide Components Manufactured by Metal 3D Printer

湯川秀憲＊

安部素実＊

牛嶋　優＊

金属3Dプリンターを利用した
導波管コンポーネント
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1．ま　え　が　き

近年3Dプリンターによって製造された部品の実製品適
用が様々な分野で始まりつつある。3Dプリンター技術は，
三次元の形状データをもとに粉末樹脂や粉末金属などの材
料を一層ずつ層状に積み重ねて目的の立体形状とする製造
技術である（1）。複雑な形状の一体形成，カスタマイズ，軽
量化，製造期間の短縮，製造コストの削減などが可能にな
るため，多様なニーズに応じた早期の開発が容易になり多
品種生産品への適用に有効である。一方で粉末を使用する
ため，粉末の粒子サイズに依存した面粗さや製造誤差の増
大，積層中に生じる粒子の欠落による機械強度不足などの
問題も生じる。
衛星通信用アンテナ給電回路に代表される高周波導波管
コンポーネントは典型的な多品種生産品であり，3Dプリ
ンターの利用は魅力的である。そこで当社では衛星通信用ア
ンテナ給電回路の一体形成と軽量化を目的に，3Dプリンター
の利用による導波管コンポーネントの開発を進めている（2）（3）。
本稿では，3Dプリンターの利点と欠点を考慮し，製造
誤差の影響を低減する90度カプラと偏分波器，ほかのコ
ンポーネントとの一体形成を可能にする無反射終端器の開
発内容について述べる。いずれも設計周波数帯はK帯であ
る。粉末材料としては製造後に金属めっきが必要となる粉
末樹脂ではなく，製造後にそのまま使用できる粉末金属を
用いた。２章で90度カプラ，３章で偏分波器，４章で無
反射終端器の各開発内容について述べる。

2．90度カプラ

2. 1　構　　成

90度カプラは入力端子から入力された信号を通過端子と
結合端子に分配して出力するコンポーネントである。図１

に提案するブランチライン形90度カプラの構成（空洞部）
を示す。この構成では，一般的な矩形（くけい）導波管では
なく六角形導波管を適用したことが特長である。なお試作
品では各端子は直角に折り曲げて引き出している。

図２に3Dプリンターでの製造を想定した場合の矩形導
波管と六角形導波管の断面の比較を示す。従来の矩形導波
管では積層の際に自重のため水平天井が垂れ下がってしま
う。これを解決し，かつ，電気性能も考慮して，3Dプリ
ンター積層面（図２中の破線部）に対して造形角度θが45度
傾く三角屋根形状とした。
2. 2　試作評価結果

図３に試作した等分配（結合度３dB）の90度カプラを示す。
アルミ合金（AlSi10Mg）を材料として粉末床溶融結合法（1）

による金属3Dプリンターを用いて，図２に示す積層面で
製造した。図４，図５に評価結果を示す。製造誤差の影響
によって測定結果と計算結果に差異は見られるものの，比

帯域18％で，反射振幅－23dB以下，結合度3.25dB±0.5dB，
損失0.25dB（＝結合度実測値3.25dB－結合度理想値３dB）
が得られた。また図６に示すように，機械切削による製造

入力端子

通過端子

アイソレーション端子

結合端子

空洞部

図１．提案するカプラの構成（空洞部）

θ
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自重のため， 矩形導波管の
水平天井形成が困難

矩形導波管の断面 六角形導波管の断面

三角屋根形状

積層方向空洞部

図２．導波管断面の比較

入力端子 通過端子

アイソレーション端子 結合端子

図３．金属3Dプリンターによる90度カプラの試作品
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も併せて行い特性について比較した。表１に特性の比較を
示す。機械切削では一体形成ができないため二つのパーツ
に分割して製造し，ねじでとめている。ねじをとめるた
めの容量が増えること，またねじの質量が加わることか
ら，機械切削品の質量は増大する。3Dプリンター製造品
は機械切削品と比較して，損失の増大は0.15dB程度であ
り，質量は36％減を実現した。

3．偏　分　波　器

3. 1　構　　成

偏分波器は，共通端子（円形導波管）から入力された直交
する二つの偏波からなる信号を分離し，それぞれ異なる分
岐端子（矩形導波管）に出力するコンポーネントである。図７

に提案するT分岐形偏分波器の構成（空洞部）を示す。良好
な反射特性を実現するため，図８に示すように共通端子の
中心軸上からオフセット配置した階段状円すい台だけを短絡
端に設けたことが特長である。従来のT分岐形偏分波器（4）で
は図９に示すように中心軸上に配置した階段状円すい台に
複数の突起が設けられている。提案構成は従来構成に比べ
簡易な構成であり，製造誤差の影響を低減できる利点があ
る。また提案構成は階段状円すい台がオフセット配置され
ているため共通端子側からドリルが入らない箇所があり機
械切削での製造が困難である。その点でも3Dプリンター
での製造ならではの構成となっている。
3. 2　試作評価結果

図10に試作した偏分波器を示す。90度カプラと同様，
アルミ合金（AlSi10Mg）を材料として金属3Dプリンター
を用いた。図11にH面分岐端子での反射特性，図12にH
面分岐端子－共通端子間の通過特性を示す。製造誤差の影
響によって測定結果と計算結果に差異は見られるものの，
比帯域８％で，反射振幅－22dB以下，損失0.3dB（＝－通
過振幅）以下が得られた。さらに，これらの測定結果につ
いて，従来の構成を機械切削で製造したと想定した場合の
計算結果（製造誤差を与えた場合の最悪値）と比較した。表２

に特性の比較を示す。3Dプリンター製造品は従来構成の

機械切削品と比較して，損失の増大は0.2dB程度で同等以
上の反射特性を実現した。

4．無反射終端器

4. 1　構　　成

無反射終端器は入力された信号を吸収するコンポーネン

入力端子 通過端子

アイソレーション端子 結合端子

図６．機械切削による試作品（90度カプラ）
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図７．T分岐形偏分波器の構成（空洞部）
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図８．提案する階段状円すい台の構成（透視図）
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図９．従来の階段状円すい台の構成（透視図）
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表１．特性の比較
3Dプリンター 機械切削

結合度 3.25±0.5dB 3.1±0.5dB
反射振幅 －23dB以下 －22dB以下
質量 96g 149g
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トである。アンテナ給電回路で不要な漏れ信号を吸収する
ために用いられる。図13に従来の無反射終端器の構成を
示す。一端が短絡された矩形導波管内部に吸収体を挿入し
て形成される。このような構成では吸収体を挿入した後に
ほかのコンポーネントと接続する必要があり，複数のコン
ポーネントからなる回路の一体形成は困難である。
そこでほかのコンポーネントも含めた一体形成を可能に
する新たな無反射終端器を考案した。図14に提案する無
反射終端器の構成を示す。複数の細い穴（スリット）を設け
た短絡端を持つ矩形導波管と吸収体からなるものである。
ほかのコンポーネントと一体形成した後でも，スリットか
ら吸収体を挿入できる利点がある。また，スリットは使用
周波数で信号が伝搬しない形状とすることによって電気的

に短絡される。このためスリットを設けずに物理的に短絡
された従来の構成と同等の特性の実現も可能になる。
4. 2　電磁界計算結果

有限要素法による電磁界計算を行い従来構成と提案構成
の比較を行った。図15に反射特性の計算結果を示す。吸
収体としては磁気損失性材料を使用した。比帯域18％で
反射振幅－25dB以下が得られ，提案構成は従来構成と
同等の特性となることを確認した。今後，金属3Dプリン
ターを用いた試作評価を行う予定である。

5．む　す　び

3Dプリンターを利用した導波管コンポーネント（90度
カプラ，偏分波器，無反射終端器）の開発について述べた。
製造誤差の影響を低減する構造にすることによって，機械
切削と同等の反射特性が得られるとともに，軽量化でき
ることを確認した。なおコンポーネント単体では面粗さ
の増大による損失の増大は不可避である。このためアンテ
ナ給電回路としての低損失化が課題となる。対策としては，
3Dプリンターの利点を活用し，コンポーネント同士を機
械切削ではできない最短経路で接続する，又は金属めっき
や内面研磨が可能な構造にすることによって面粗さを低減
するなどが考えられる。今後，ほかの導波管コンポーネン
トの開発や信頼性の検証なども行い，実運用化に向けた開
発を進めていく。
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表２．特性の比較
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損失 0.3dB以下 0.1dB以下（注1）
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図12．偏分波器のH面分岐端子－共通端子間の通過特性
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リング型の自己注入同期VCOの構成を提案して低位相雑音化を図っている。帰還回路に注入同期VCOを用いることで，発振周波数に応じた
帰還回路での移相量の制御を可能にし，発振周波数可変範囲を維持したまま位相雑音を約６dB低減する結果を得た。低位相雑音化によって通信
装置及びレーダ装置の性能向上への寄与が期待できる。

自己注入同期法による低位相雑音VCO

制御端子
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外部から印加する制御電圧によって発振周波数を制
御するマイクロ波電圧制御発振器（Voltage Controlled 
Oscillator：VCO）は，通信装置及びレーダ装置などの局
部発振源として用いられており，各装置の通信品質や探知
性能の向上のため，低位相雑音化が求められている。

VCOでの低位相雑音化手法として，共振器の高Q化が
ある。ただし，発振周波数可変範囲が狭帯域となることや，
共振器による損失が大きくなって発振条件を満足できなく
なる問題がある。

ほかの低位相雑音化手法として自己注入同期法がある。
これは発振器の外部に帰還回路を備え，自らの出力を移相
させて発振器に注入することで位相雑音を低減する手法で

ある。ただし，これをVCOに適用すると移相量が固定の
帰還回路では発振周波数可変範囲が狭帯域となる。また帰
還回路での損失によって低位相雑音化の効果が小さくなる。

そこで，発振周波数可変範囲を維持したまま位相雑
音を低減するために，帰還回路内に元々の発振器（主
VCO）とは別の帰還用VCOを設けて帰還移相量を可変
としたリング型自己注入同期VCOを提案する。0.18µm 
SiGe（シリコンゲルマニウム）－BiCMOS （SiGe Bipolar 
Complementary Metal Oxide Semiconductor）プロセス
を用いてC帯で試作した結果，VCOの発振周波数全範囲
にわたり位相雑音は約６dB低減し，この構成の有効性を
確認した。

Masaomi Tsuru
Phase Noise Reduction of Voltage Controlled Oscillator with Self － injection Locking

津留正臣＊

自己注入同期法によるマイクロ波電圧制御
発振器の低位相雑音化技術
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1．ま　え　が　き

マイクロ波発振器は，通信装置及びレーダ装置などの局
部発振源として用いられており，低位相雑音化が求められ
ている。マイクロ波発振器の低位相雑音化によって，通
信装置では信号伝送誤りが低減されて通信品質の向上が，
レーダ装置ではクラッタの影響が低減されて探知性能の向
上が，それぞれ期待される。

低位相雑音マイクロ波発振器として，イットリウム鉄
ガーネット（YIG）共振器を用いた発振器（1），誘電体共振器

（Dielectric Resonator：DR）を用いた発振器（Dielectric 
Resonator Oscillator：DRO）（2）， 平 面 形 共 振 器 を 用 い
た発振器（3）などがある。小型化が可能で低消費電力であ
ることなどから，平面形共振器を用いた電圧制御発振器

（VCO）が広範なシステムに用いられている。VCOは発振
周波数を電圧で制御可能である。ただし共振器のQ値は
YIG共振器やDRほど高くはなく，低位相雑音化が課題で
ある。

平面形共振器を用いたVCOでの低位相雑音化手法とし
て共振器の高Q化がある。これまで高Q化された共振器と
して90°インバータ装荷共振器（4），λ/4±δ共振器（5），異
周波共振器（6），マルチ結合共振器（7），コムラインを用いた
バンドパスフィルタ（8）などが報告されている。これらの共
振器を備えたVCOでは，共振器とトランジスタとを疎結
合にすることで高い負荷Qを得て位相雑音低減を図ってい
る。ただし，発振周波数可変範囲が狭帯域となることや，
共振器による損失が大きくなって発振条件を満足できなく
なる問題がある。

ほかの低位相雑音化手法として，自己注入同期法が提案
されている（9）（10）（11）（12）（13）。これは，発振器の外部に帰還回
路（同軸ケーブルや伝送線路など）を備え，自らの出力を移
相させて発振器に注入することで位相雑音を低減する手
法である。そのため発振器内部に備わる共振器の高Q化と
は独立に設計可能であり，共振器高Q化手法で低位相雑音
化を図った後に，自己注入同期法によって，さらに位相雑
音の改善を図ることが可能である。ただし注入波は発振周
波数で同相であることが求められる。したがって発振器が
VCOである場合，移相量が固定の帰還回路では発振周波
数可変範囲が狭帯域となる。また帰還回路での損失によっ
て低位相雑音化の効果が小さくなる。

そこで，発振周波数可変範囲を維持したまま位相雑音を
低減するために，帰還回路内に元々の発振器（主VCO）と
は別の帰還用VCOを設けて帰還移相量を可変にしたリン
グ型自己注入同期VCOを提案する。試作は0.18µm SiGe－
BiCMOSプロセスを用いて行った。

本稿では，２章で提案するリング型自己注入同期VCO
の回路構成，３章で注入同期VCO単体の移相特性のシ

ミュレーション結果，４章で提案するリング型自己注入同
期VCOの測定結果について述べる。 

2．リング型自己注入同期VCOの回路構成

図１に提案するリング型自己注入同期VCOの構成を示
す。リング型自己注入同期VCOは主VCOと帰還用VCO
でリング型を構成しており，共に同一構成の注入同期
VCOである。帰還回路内の遅延線路は発振周波数可変範
囲の中心周波数で同相帰還となるように設計する。
図１の等価的構成に示すように，注入同期VCOは移相

器としての機能を持っており，発振周波数に応じて制御端
子への印加電圧を変化させて帰還回路での移相量を制御で
きる。したがって発振周波数可変範囲を維持できる。また
主VCOとは別に共振器を持つため回路全体のQ値が高く
なり低位相雑音化が図れる。さらに低注入電力に対しても
一定の電力を出力することから増幅器としても働き，帰還
回路での損失を補償することが可能である。

3．注入同期VCO単体のシミュレーション結果

図２に注入同期VCO（注入差動対と出力バッファ増幅器
を含む）の回路構成を示す。注入同期VCOはバラクタダ
イオードとスパイラルインダクタとで形成される共振器
を備えたクロスカップル型VCOである。0.18µm SiGe－
BiCMOSプロセスを用いて設計した。電源電圧Vccは1.8V，
電源電流は約35.8mA，VCOコアだけで約12.4mAである。

制御端子

増幅器

移相器

帰還回路

負荷
主VCO
（注入同期VCO）

遅延線路

制御端子（Vcnt1）

制御端子（Vcnt2）

遅延線路

共振器

等価的構成

帰還用VCO
（注入同期VCO）

図１．リング型自己注入同期VCOの構成
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図３に設計した注入同期VCO出力波のシミュレーショ
ン結果を示す。このときの注入波は，周波数9.5GHz，電
力０dBmである。図３⒝は図３⒜に示す出力電圧波形を
フーリエ変換して得たスペクトラムである。図３から，同
調電圧Vcntを変化させた場合でも周波数は変わらず出力
電圧波形は移相していることが分かる。Vcntを0.9Vから
2.7Vへ変化させたことによる移相量は約118°であった。

4．測　定　結　果

図４に試作したリング型自己注入同期VCOの写真を示
す。チップ内占有面積は0.9×2.4（mm2）である。試作した
リング型自己注入同期VCOのICをプリント基板に実装し
て測定を行った。帰還回路側の電源をON／OFFすること
で自己注入同期の有無を切り替えることが可能である。
図５に帰還用VCOの同調電圧（Vcnt2）を変化させた場合

の位相雑音の測定結果を示す。主VCOの同調電圧Vcnt1を
０Vで固定し，帰還用VCOの同調電圧Vcnt2を０～３Vと
変化させた。このときVcnt2＝０～1.5Vでは自己注入同期
による低位相雑音化の効果（最大7.4dBの改善）が得られて
いるが，Vcnt2＝1.8～3.0Vでは自己注入同期なしの場合よ
りも劣化又は同等であり同期が外れている。このことから
帰還用VCOの同調電圧によって位相雑音低減効果のある
位相に制御可能であることが分かる。
図６に両同調電圧を同時に変化させたときの発振周波数

と位相雑音の測定結果を示す。自己注入同期なしの場合，
同調電圧Vcnt1（＝Vcnt2）＝０～３Vで，発振周波数可変範囲
6.96～7.93GHz（比帯域13.0％），位相雑音－92.0dBc/Hz
以下＠1MHz離調であった。一方，自己注入同期ありの場
合，同調電圧Vcnt1＝Vcnt2＝０～３Vで，発振周波数可変範
囲7.21～8.28GHz（比帯域13.8％），位相雑音－98.8dBc/
Hz以下＠1MHz離調が得られ，比帯域は自己注入同期な

Vcnt Vcc

注入

出力

注入差動対

VCOコア

出力バッファ増幅器

Vb

Vb

Vb

図２．注入同期VCOの回路構成
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しと同等で，位相雑音の最悪値は6.8dBの改善，各同調電
圧での位相雑音の比較では6.3dB以上の改善を得た。

5．む　す　び

帰還回路に注入同期VCOを用いたリング型自己注入同
期VCOを提案した。0.18um SiGe BiCMOSプロセスを用
いて試作し，注入同期VCOの移相器としての効果を確認
した。試作したリング型自己注入同期VCOの発振周波数
可変範囲は自己注入同期がない場合と同等の比帯域13.8％
であり，位相雑音は約６dB低減した。
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無線LAN帯域での外部環境からの電磁波をシールドすることで，不正アクセスによる情報漏洩（ろうえい）や電波干渉による通信速度低下のリ
スクが低減された安全・快適な無線LAN環境を構築できる。また，この構造では，シールド帯域外の電磁波はシールドされないので，無線LAN
帯域以外の帯域を使用する携帯電話等の通信機器は通常どおりの使用が可能になる。

非接触型電磁波シールド構造の適用によって実現される無線LAN環境

不正アクセス

電波干渉
安全・快適な無線LAN環境

携帯電話は使用可能

非接触型電磁波シールド構造を適用したシールドルーム

無線LAN帯域

携帯電話帯域

無線LAN（Local Area Network：構内通信網）の普及
に伴い，外部環境からの電波干渉や不正アクセスに対す
るリスクが高まっている。これらのリスクを低減し，か
つ，無線LAN帯域外での外部との無線通信を可能にする
には，無線LAN帯域でだけシールド効果を持つシールド
ルームが有効となる。一般的なシールドルームでは，扉と
扉枠の間隙に接触型の導電性ガスケットを用いているため，
シールド効果は周波数に対して連続的となって特定帯域
でのシールド効果の実現は困難である。さらに，閉扉時に
ガスケットに高い接触圧が必要となるため，通常の扉より
も開閉時の操作性が悪く，ガスケットの金属疲労による特
性劣化も問題であった。そこで三菱電機では，これらの問

題に対し，無線LAN帯域向け非接触型電磁波シールド構
造を開発した。この構造は，多段化したSIW（Substrate 
Integrated Waveguide：基板集積導波路）共振器を備え
た誘電体基板をシールドルームの扉と扉枠の間隙に配置し
て構成する。間隙を通過する電磁波はSIW共振器の共振
周波数でだけ伝搬を抑制されるので，無線LAN帯域にだ
けシールド効果を持つシールドルームを実現できる。さら
に，非接触型なので，通常の扉と同等の操作性を実現でき
るうえ，金属疲労による特性劣化も発生しない。６段構成
のSIW共振器について検討した結果，2.4GHzでのシール
ド効果を約30dB改善する測定結果が得られた。

Satoshi Yoneda, Yuichi Sasaki, Naoto Oka, Hideyuki Ohashi
A Gasket － Free Electromagnetic Shielding Structure for Wireless LAN Frequency Band

米田　諭＊	 	 大橋英征＊＊＊

佐々木雄一＊

岡　尚人＊＊

無線LAN帯域向け非接触型
電磁波シールド構造
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1．ま　え　が　き

無線LANの普及に伴い，外部環境からの電波干渉によ
る通信速度低下や不正アクセスによる情報漏洩のリスクが
高まっている。これに対し，外部環境から電磁波的に隔離
されたシールドルーム等の環境ではこれらのリスクの低減
が期待できる。しかし，一般的なシールドルームのシール
ド効果は周波数に対して連続的なので，無線LAN帯域以
外の帯域を使用する通信機器は使用できなくなる問題があ
る。また，一般的なシールドルームは扉と扉枠の間隙に接
触型の導電性ガスケットを用いており，閉扉時に高い接触
圧が必要となることから，一般的には通常の扉よりも操作
性が悪くなる問題がある。

これらの問題を解決する手段の一つとして，当社では，
無線LAN帯域向け非接触型電磁波シールド構造を開発し
た。この構造は，シールドルームの扉と扉枠の間隙に配置
する非接触型の電磁波シールド構造で，所望の帯域にだけ
シールド効果を持ち，また，非接触型なので通常の扉と同
等の操作性を実現可能とする特長を持つ。

本稿では，非接触型電磁波シールド構造と動作原理，及
び試作評価結果について述べる。

2．従来との比較

図１に，従来のシールドルームでの扉と扉枠の間隙部断
面図，接触型の導電性ガスケット，及びシールド効果の周
波数特性を模式的に表したグラフを示す。この構造は，接
触型ガスケットの導通によってシールド効果を実現するの
で，閉扉時に高い接触圧が必要となる。そのため，扉の開
閉機構は通常の扉よりも複雑になり，その操作性も通常の
扉よりも一般的には悪くなる。また，そのシールド効果は周
波数に対して連続的となるため，無線LAN帯域だけのシー
ルド効果を目的とする場合は過剰であり，その他の帯域を使
用する携帯電話等の通信機器は使用できなくなる問題がある。

次に，今回開発した構造を適用したシールドルームの
扉と扉枠の間隙の断面と，多段SIW共振器装荷誘電体基
板，及びシールド効果の周波数特性を模式的に表したグラ
フを図２に示す。SIW共振器は，貫通ビアと導体パター
ンによって誘電体基板内に構成されるキャビティ共振器の
一種である（1）。この構造は，非接触型で閉扉時に接触圧が
不要なので，通常の扉と同等の操作性を実現できる。また，
SIW共振器の共振周波数で必要十分なシールド効果を持
ち，その他の周波数の電磁波は通過するので，無線LAN
帯域外を使用する携帯電話等による通信が可能となる。

3．構成と動作原理

3. 1　多段SIW共振器のシールド効果

まず，４段に多段化したSIW共振器の構成例を図３に

示す。誘電体基板で，貫通ビア列と結合スリットとを電磁
波伝搬方向に沿って交互に配置することで，４段のSIW
共振器を構成している。次に，SIW共振器単体の断面を
図４に示す。共振周波数での波長をλとして，結合スリッ
トと貫通ビアの間隔はλ/4である。このSIW共振器の主
共振モードの電界強度は，図５に示すように，結合スリッ
ト周辺で最大，貫通ビア周辺で最小となる。図３で示し
た方向に電磁波が伝搬すると，SIW共振器の共振周波数
で，SIW共振器はこのモードで共振する。その結果，結
合スリットの先への伝搬が抑制され，共振周波数でのシー
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ド
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図１．従来のシールドルームの扉と扉枠の間隙
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図２．開発した構造を適用したシールドルームの扉と扉枠の間隙
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ルド効果を得ることができる。SIW共振器単体の場合は
狭帯域であるが，共振周波数が異なるSIW共振器を多段
化することで，４段構成例の場合は図６に示すように，各
SIW共振器の特性を足し合わせた広帯域なシールド効果
が期待できる（2）。
3. 2　無線LAN帯域向け小型化検討

一般的なガラスエポキシ樹脂基板を用いる場合，比誘
電率は約４となるので，無線LAN帯域である2.4GHzでの
λ/2は約30mmになる。実用的な帯域幅のシールド効果
を得るためには数段の多段化が必要である。多段化した
構成を実用的な寸法で実現するには，電磁波伝搬方向での
SIW共振器の小型化が課題となる。

そこで，SIW共振器の多層化による小型化を検討した。
導体層５層の多層基板で構成する小型SIW共振器の断面
を図７に示す。破線で示すように，結合スリットから貫通
ビアにいたる基板内部の伝搬経路を折り畳む構成とするこ
とで，電磁波伝搬方向の小型化を実現している。基板内
部での電磁波の伝搬経路の全長はλ/4で，この構成例の
場合，基板内部の伝搬経路を４回折り畳むことで，小型

SIW共振器の電磁波伝搬方向の寸法をλ/16，つまり図４に
示したSIW共振器の1/8に小型化している。この小型SIW
共振器の主共振モードを図８に示す。図５に示したSIW
共振器の主共振モードと同様に，電界強度は結合スリット
周辺で最大，貫通ビア周辺で最小となる。

4．試作評価結果

導体層５層のガラスエポキシ樹脂多層基板（εr： 4.3，
基板厚： 2.5mm）を用いて，無線LAN帯域である2.4GHz
帯（2.4～2.5GHz）向けに設計した多段SIW共振器の試作基
板を図９に示す。今回の試作では，小型SIW共振器を６段
構成とし，各小型SIW共振器の共振周波数を2.40，2.42，
2.44，2.46，2.48，2.50GHzとした。電磁界計算による設
計の結果，６段構成の電磁波伝搬方向の寸法は27.1mmと
なった。次に，シールド効果の測定系を図10に示す。電
波暗室の壁面に間隙（開口面積： 3×200mm2）を設け，電
波暗室外の送信アンテナと暗室内の受信アンテナとを間隙
を挟んで対向するように配置した。送信アンテナはネッ
トワーク・アナライザのポート１に接続し，受信アンテナ
はポート２に接続した。各アンテナ側から見た間隙部を図11
に示す。試作基板は，導電性の両面テープでL字型の銅板
治具に貼り付け，その銅板治具二つを電波暗室の壁面に固
定した。今回の検討では，自由空間で対向して配置した
アンテナ間の通過特性を基準値として各構成のシールド効
果を規定した。間隙に試作基板を配置した構成と，試作基
板を配置しない間隙だけの構成のシールド効果の測定結果
を図12に示す。測定の結果，シールド帯域で間隙単体で
約30dBのシールド効果があり，試作基板を配置すること
で，それを約60dBに改善できることが分かった（3）。また，
シールド帯域外で，試作基板の配置によるシールド効果の
変動が比較的小さいことが確認できた。
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図３．４段構成のSIW共振器
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5．む　す　び

無線LAN帯域向け非接触型電磁波シールド構造の構成
と動作原理，及び試作評価結果について述べた。この構造
は，多段化したSIW共振器をシールドルームの扉と扉枠
の間隙に配置して構成し，SIW共振器の共振周波数で特
定帯域のシールド効果を得ることができる。また，非接触
型の構造なので，通常の扉と同等の操作性を実現でき，金
属疲労による特性劣化も発生しない特長を持つ。

無線LAN帯域向けに，2.4～2.5GHzをシールド帯域と
して６段構成のSIW共振器を設計した結果，電磁波伝搬
方向の寸法は27.1mmとなった。試作基板を配置した間隙
のシールド効果を測定した結果，試作基板の配置によって，
2.4GHz帯での間隙のシールド効果を約30dBから約60dB
に改善でき，この構造の有効性が確認できた。今後，更なる
小型化，及び2.4GHz帯以外の無線LAN帯域である５GHz
帯への対応について検討する。
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